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序     文  

 

 独立行政法人国際協力機構は、コロンビア国政府からの技術協力の要請に基づき、

平成 18 年 5 月 31 日から平成 21 年 5 月 30 日までの予定で、技術協力プロジェクト「コ

ロンビア国国内避難民等社会的弱者に対する栄養改善プロジェクト」を実施していま

す。  

 今般、同プロジェクトの中間時点での成果の達成状況を確認するとともに、事業実

施上の問題点と課題を明らかにし、プロジェクト後半の活動に向けた提言を行うこと

を主たる目的として、平成 20 年 5 月 18 日から同年 5 月 30 日まで当機構農村開発部畑

作地帯第一課長 佐佐木 健雄を団長とする中間評価調査団を派遣し、中間評価調査

を実施しました。  

本報告書は、当該調査の結果をまとめたものです。この報告書が、本協力の成果発

現に向けた取り組みに役立つとともに、コロンビア国の開発並びに両国の友好・親善

の一層の発展に寄与することを期待いたします。  

 終わりに、本調査実施にご協力とご支援をいただいた関係者の皆様に対し、心から

感謝申し上げます。  

 

平成 21 年 2 月  
 

独立行政法人国際協力機構  
農 村 開 発 部    
部 長  小 原 基 文  
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プロジェクト位置図 

コロンビア国 

 
ボゴダ市 

サンクリストバル地区 

 



略 語 表 

C/P Counterpart Personal カウンターパート 

COHDES Consultaria para los Derechos Humanos y el 

Desplazamiento 

人権保護団体 

COP Colombia Peso コロンビアペソ 

INS Instituto Nacional de Salud 国家保健機関 

JBB Jardin Botanico de Bogota ボゴタ市植物園 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マト

リックス 

PLSD Participatory Local Social Development 参加型地域社会開発 

PO Plan of Operation  活動計画 

PROETTAPA ― 

 

グアテマラ国 高原地域先住民

等小農生活改善に向けた農業技

術普及体制構築計画 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

RESA  社会行動と国際協力のための大

統領機構  

SP Social Preparation 社会準備 

SW Social Worker 普及員 

 

 

  

  
 





評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：コロンビア国 案件名：国内避難民等社会的弱者に対する栄養

改善プロジェクト 
分野：農業開発 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：412,775,743COP 

(24,259,521 円相当：2008 年 3 月 31 日現在) 
先方関係機関：ボゴタ市植物園 
日本側協力機関：なし 協力期間 

(R/D)：2006.5.31～2009.5.30 
(延長)： 
(F/U)： 他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

コロンビア国（以下、コ国）では、左翼系ゲリラ組織、極右民兵組織、国軍との間で過去 40
年間にわたり内戦状態が続いている。  現ウリベ政権は、治安回復を政策の重要テーマとして

位置づけ対策に取り組んでおり、その結果、主に地方部において左翼ゲリラ、極右民兵組織の

対立及び各組織と国軍との衝突が激化し、地方部の農民や社会的弱者が故郷や土地、財産を捨

て、安住の地を求め国内避難民化している。  避難民の数は年々増加しており、人権保護団体

である Consultaria para los Derechos Humanos y el Desplazamiento（COHDES）の発表では、1985
年から 2005 年 9 月末までに発生した国内避難民数は約 360 万人であり、一方、大統領府が 2005
年 11 月末までに避難民登録した人数は約 170 万人である。  

政府発表では、登録者の内約 10 万人がボゴタ市に避難している。ボゴタ在住の避難民は、

社会的弱者が集まる南部に住んでいるものが多く、特に今回プロジェクトサイトに選定された

サン・クリストバル地区は、ボゴタ市にある 20 の居住地区の中でも、避難民の数が 5 番目に

多い地区である。当該地区において、避難民を含む社会的弱者の栄養状況は一般的に悪く、サ

ン・クリストバル地区ではボゴタ市がコミュニティ・キッチンなどを通じて栄養改善に取り組

んでいる。また、ボゴタ市植物園は自給自足を目的とした都市農業普及プロジェクトを 2004
年から 2008 年の予定で実施している。 

かかる状況下、コ国政府は日本国政府に対し、コミュニティ・エンパワーメントを通じ、都

市農業の技術普及支援を目的としたプロジェクトに対する協力を要請した。この要請を受けて

JICA は、ボゴタ市植物園（以下、JBB）を実施機関とした技術協力プロジェクトを 2006 年 6
月から 3 年間の予定で開始した。 
 
１－２ 協力内容 

（1）上位目標 
 都市農業の強化を通じて、ボゴタ市の国内避難民を含む社会的弱者の栄養摂取状況が改善さ

れる。 
（2）プロジェクト目標 

都市農業の強化を通じて、サン･クリストバル区の国内避難民を含む社会的弱者の栄養摂取

状況が改善される。 
（3）成果 

1） ボゴタ市植物園の都市農業に関わる能力が強化される。 
2） 住民及び住民組織の都市農業に関わる能力が強化される。 
3） 住民の栄養改善に関わる関係機関が共同して、都市農業普及事業を実施する。 

（4）投入（評価時点） 
・日本国側 

長期専門家：1 分野（コミュニティ・エンパワーメント/業務調整） 1 名 
本邦研修： 3 名 
機材供与：プロジェクト車両 1 台、コンピュータ、プリンタ、コピー機、研修棟等 

281,736,443.00 コロンビアペソ（以下、COP） 
(16,558,122 円相当：2008 年 3 月 31 日現在） 

現地活動費：活動経費等 
131,039,300.00COP 
（7,701,399 円相当：2008 年 3 月 31 日現在） 

・相手国側 
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ローカルコスト負担：一般業務費、資機材購入、燃料費、人件費等 
570,809,396.00COP 
(33,547,422 円相当：2008 年 3 月 31 日現在） 

２．評価調査団の概要 
調査者 総括：佐佐木 健雄   JICA 農村開発部畑作地帯第一課長 

評価計画：鈴木 央   JICA 農村開発部畑作地帯第一課 職員 
調査期間 2008.5.18～2008.5.30 評価種類：中間評価 
３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

栄養改善分野の成果を除くならば、成果 1 については成果が順調に産出されており、また成

果 2 については数値では確認できないものの現場で都市農業が実践されていることが確認でき

たことから概ね順調に進捗していることが推定される。成果 3 については、計画変更後は順調

に進捗しており、特段の問題は見受けられない。以上のように成果はそれぞれ順調に産出され

ている。 
 
３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 
本プロジェクトのプロジェクト目標及び上位目標は、コ国政府の国内避難民支援対策と合致

しており、また同時に日本の開発援助方針にも沿ったものである。また、本プロジェクトの提

供する技術は C/P 機関である植物園の技術的ニーズを満たすものであり、その妥当性は高いと

言える。一方、ターゲットグループの課題は、栄養改善にあったが、本プロジェクトのプロジ

ェクト目標で達成すべき「都市農業の普及を通じた野菜の消費量と種類の増加」は住民（社会

的弱者）の課題解決に貢献はするものの、栄養改善に関する課題を解決するには十分ではなか

ったと言える。 
（2）有効性 

本プロジェクトの有効性は、概ね高いと言える。既に、都市農業を行っている住民とそうで

ない住民との間には、消費する野菜の種類、栽培面積に差が出ていることが報告されている。

その一方で、栄養改善分野への投入が確保できなかったため、同分野での成果の産出が十分で

はない。2008 年になってからは、C/P 機関である JBB が栄養改善分野の担当者を雇用したこと、

また、国家保健機関からも継続的な支援を得られる体制ができつつあることから、この問題は

ほぼ解決したと言える。 
（3）効率性 

本プロジェクトにおいて効率性は、概ね確保されていると言える。栄養改善分野を除けば、

プロジェクトの成果産出は順調である。そのため、投入の質・量・タイミングについても特段

問題はないと言える。また、関係機関との連携により、支援体制を築けていることも効率性の

向上に寄与していると言える。 
（4）インパクト 

今回の調査では、上位目標の達成度の見込みを確認することができなかったが、プロジェク

トのインパクトが、上位目標達成に貢献するだろうことが確認できた。また、本プロジェクト

の特筆すべきインパクトとして、社会統合が上げられる。このインパクトの発現については、

今回訪問した全ての機関から確認できたほか、中には本プロジェクトの も大きい成果である

と評価する機関もあった。技術面においては、今回導入した参加型地域社会開発が高い評価を

受けた結果、都市農業プロジェクトだけでなく、他の事業でも活用される見込みとなっている。

（5）自立発展性 
本プロジェクトの自立発展性は、現時点においては確保されている。ボゴタ市及びサン・ク

リストバル区のいずれの政策においても、都市農業が政策に取り込まれる見込みであり、今後

継続的に予算を確保できる見込みである。また、住民の都市農業へのモチベーションは高く、

また都市農業に参加することで社会統合面でのメリットを受けられることから、今後も継続し

ていくと考えられる。 
 
３－３ 結論  

本プロジェクトのプロジェクト目標は、コ国政府の国内避難民支援政策と合致しており、本

件実施の妥当性は高いと思われる。しかしながら、プロジェクトデザイン上の問題から、ター
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ゲットグループの課題「栄養改善」の解決に貢献はしているものの、課題に直接働きかけて解

決できるアプローチにはなっていなかった。 
 成果の産出もほぼ問題なく、これまでプロジェクト実施上の課題とされてきた栄養改善分野

への人材投入及び支援体制を確保できたことから、今後プロジェクト目標の達成が促進される

ものと思われる。 
 また、本プロジェクトで特筆されるべきは、インパクトとして発現した地域社会における社

会統合効果である。国内避難民や貧困層の多いサン・クリストバル区で、家族内及び住民同士

の関係付けの強化、「良き市民」としての行動規範の習得等のインパクトが発現したことは、

地域の治安向上、コミュニティのエンパワーメントに大きく寄与したと言える。 
 また、市、区、住民の都市農業へのモチベーションは高く、政策にも都市農業が取り入れら

れていることから、現時点における本プロジェクトの持続発展性に対する懸念は小さい。 
 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1） ターゲットグループの整理 
本プロジェクトのターゲットグループは、「サン・クリストバル区の国内避難民を含む社会

的弱者」であるが、都市農業プロジェクトに参加し、都市農業を行うためには定住している必

要がある。避難生活を始めたばかりの国内避難民は、特定の住居を持たず転々とした生活を送

る特徴を有することから、この避難民グループにプロジェクトがアクセスすることは難しい。

そのため、本プロジェクトで対象となる国内避難民は、転々とした生活を脱し定住生活を営み

始めたグループとする。 
（２）「栄養改善」の定義 

プロジェクト関係者間で、プロジェクト目標「栄養摂取改善」の解釈について差異があり、

プロジェクト目標と成果「１．ボゴタ市植物園の都市農業に関わる能力が強化される。」、「２．

対象住民の都市農業に関わる能力が強化される。」、「３．区の都市農業活動の持続性を確保す

るために、コミュニティにおける組織枠組みが強化される。」との関係が明らかでなかったた

め、成果 1 及び成果 2 の活動内容に変更はないが、表現を適切にし、それぞれの成果に適切に

位置付け直すこととする。本プロジェクトでは、「栄養改善」は、研修、生産、食料栄養教育

を含む、総合的な都市農業戦略を実施することにより、対象住民の消費する野菜の量と種類が

増加することと定義する。 
（３）人員の確保 

プロジェクトスタッフ（普及員、技術者）が、全員有期限スタッフであることから、事業の

持続性を担保する観点から、JBB は、リーダー的な人材に関しては継続雇用を行うようにする。

（４）住民参加型都市農業モデルの普及 
サン・クリストバル地区での住民参加型都市農業は根付きつつあるが、市内の他地区に普及

するように計画された、JBB でのプログラムをコ国側で着実に実施する必要がある。それゆえ、

JBB は Action Social の RESA と協議し、今後同プロジェクトをモデルとしてボゴタ市で実施さ

れている、その他のプロジェクトへ展開し、フォローアップしていくことを検討する。また、

同時に、RESA は、全国的に展開するための、パイロット的な適用について検討する。 
（５）部分的な栄養改善から本格的な栄養改善へ 

プロジェクト目標で達成すべき「都市農業の普及を通じた野菜の消費量と種類の増加」は、

住民（社会的弱者）の課題解決に貢献はするものの、栄養改善に関する課題を解決するには十

分ではない旨、（１）妥当性の項で指摘しているが、社会的弱者の栄養状態は、ビタミンやミ

ネラルの摂取が不足していることに起因するものである。このため、都市農業で生産した野菜

の摂取を通じてビタミンを摂取することは有効な手段だと考えられるが、家庭菜園レベルの都

市農業では、その絶対量において不足分を補い得ることは難しい。 
都市農業が住民主体で育ちつつあるので、次の段階としては少し大きな面積を確保した農業

へ移行する必要があり、今回の都市農業の技術に加え、遊休地をうまく活用した規模の大きな

農業への移行を検討する必要がある。 
（６）野菜消費に関する現在の栄養状態診断として、ベースライン調査を活用する 

現在 INS（国家保健機関）が、プロジェクトの活動として、サン・クリストバル地区他のベ

ースライン調査を実施しているが、これまで野菜の消費に関して具体的にどのような栄養の問

題があるか、数字上のデータとして抑えられてこなかったことから、この情報が得られれば、

INS 側で確立している技術に基づき検証することで、将来の活動を定めることが可能になる。
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これにより、栄養改善のためにどんな栄養をどの作物から、どの位の量を摂取して栄養改善を

するという目標が設定できる。今回調査の中で「栄養改善」の目標が打ち出せれば、奨励する

作物、奨励する料理、調理法が明確になり、栄養改善に向けたより具体的な活動が可能となる。

（７）JBB による栄養改善に関する情報整理 
JBB には、活動実施前後の栄養状態の比較を示す根拠となる情報があり、また、ボゴタ市に

は、都市農業プロジェクトを通じて住民の栄養状態を改善した経験があるが、いずれも文書化

されていないため、JBB は、関係機関の協力を得て、これら有益な情報を整理する必要がある。

（８）プロジェクト目標達成に貢献する栄養関連機関や組織の明確化 
プロジェクト目標達成のために、JBB の活動を補足できるような、栄養関連に経験のある機

関や組織があり、これらと協力関係を結ぶことが望ましい。 
（９）JBB 内の決定採択の流れを確立する 

プロジェクト目標達成を有効に行うためには、JBB 内の意思決定採択の流れを整理し、確立

する必要がある。 
（１０）プロジェクトを通じて実施された、研修コースや活動の結果を、文書化し共有化する

研修で得られた知識・経験を、コ国の公的機関が導入している品質改善基準に則り、文書化

し共有化する。また、規則や法的制限（契約に記載する等）を設けることにより、これが実際

に確実に行われるようにする。 
（１１）インパクト評価の際に、支出の使途を考慮する 

都市農業を実施することにより、裨益世帯の支出の使途が変わる（間接的な収入増）ことも

考慮した上で、社会経済的インパクトを分析する必要がある。 
（１２）総合的アプローチとインパクト強化のため、食料栄養教育に関わるコンポーネントを

確立する 
国立栄養研究所がプロジェクトに参加することになったことから、JBB は、食料栄養教育の

目的、手法、得られる成果等、具体的にコンポーネントを確立することができる。同機関から

JBB に研修が実施されれば、普及員や技術者が栄養関係の活動を実施できるようになる。 
（１３）PDM の改訂 

今回の評価結果を踏まえて、PDM の成果 2 と成果 3 につき、以下のとおり変更する。 
・成果 2 

2008 年 3 月に実施された調査において、都市農業プロジェクトに参加した住民と都市農業を

行っていない住民とでは、その栽培面積に 7％強の差があるという結果が出ている。PDM1 で

は、成果 2 の指標を「プロジェクト終了までに受益者家庭の栽培面積が 15%増加する。」とし

たが、この調査結果の数値を踏まえ、「ベースライン調査によって特定される対象住民の栽培

面積が 10%上昇する。」に再設定する。 
・成果 3 

成果 3 は、活動の持続性を担保することを目的としており、当初は JBB が栄養改善活動を実

施できなくなった場合には、他の関連機関が栄養改善活動をフォローできる仕組みを作ること

を予定していた。 
当初、貧困層向け住宅金庫（Caja de Vivienda Popular）と公立病院が都市農業活動をしている

という情報を得ていたため、両機関と連携した活動を予定していた。しかしながら、その後、

住宅局は都市農業活動を行っていないことが確認され、また病院も都市農業活動を中止したこ

とから、両機関との連携が事実上不可能となり、成果 3 の内容を変更せざるを得なくなった。

上述の事態を受け、当初計画の代替として、円卓会議を強化し、活動の持続性の担保を図るこ

とを成果 3 として設定した。これにより、住民と行政機関の関係が強化され、住民に必要な支

援が行政から得られる仕組みが構築されることになる。 
なお、変更後の成果 3 及びその指標は以下のとおりとする。 
成果 3 区の都市農業活動の持続性を確保するために、コミュニティにおける組織枠組み

が強化される。 
指標  サン・クリストバル区にて開催される円卓会議に、10 以上の住民組織が参加し、

年間 6 回以上開催される。 
 
３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

(１)参加住民が必要としていた安全な野菜を、都市農民が有する狭い土地、借用できる狭隘な
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土地で生産する技術を提供するとともに、隣人同士のコミュニケーション作りのきっかけを今

回のプロジェクトで提供出来た。本当のニーズを拾い上げることと、ニーズに沿った協力を適

切に実施することが、住民の参加を喚起し、自立発展性を確保する上で重要である。 
(２)また、これまで住民に関係の薄かった区庁等行政機関と円卓会議を通じてコミュニケート

出来るようになり、住民の意見が行政に反映されるボトムアップの仕組みが実効的に生まれ

た。これは、円卓会議が住民主体で実施されるようになるまで、プロジェクトが導いたこと、

区庁、JBB 普及員が住民の声を行政につなげることを意識したことによる。 
(３)住民が普及員とのつながりの中で、自分たちの意見が活動に反映されることを知ったこと、

野菜等自分たちが作った健康な食物を食べられるようになったこと、隣人とのコミュニケーシ

ョンが進んだこと、県庁等コミュニティとの関係が出来たことによって、住民がグループ活動

を推進するインセンティブが生まれた。 
(４)農業経験者の多い避難民地区だったことから、都市農業を受け入れ易い素地があった。 
(５)目的が安全で品質の高い野菜を作り、摂取することが自らの健康の増進に繋がるという単

純で明快な方向性が住民に受け入れやすかった。 
(６)参加型社会開発（PLSD）では Social Preparation（SP：社会準備）に時間を要するが、今回

のプロジェクトも SP に時間を要している。コ国の場合、参加型の行政運営を取り入れるとい

う方針があり、JBB のスタッフである普及員（Social Worker）と技術員を軸として、本プロジ

ェクトを実施したことから、かなり PLSD を受け入れる素地があったと考えられる。したがっ

て、他の地域や国において PLSD を活用した案件を実施する際には、準備フェーズを設ける等、

相手国当該地域の状況を十分に把握し、協力の戦術を練り上げる必要がある。 
(７)多くの協力がそうであるように、「社会の自立」を 終目的とするような案件では、本プロ

ジェクトが適用した PLSD の考え方が有効に作用すると考えられる。特に、ターゲットグルー

プの、家庭内及び住民同士の関係付けの強化、「良き市民」としての行動規範の習得等のイン

パクトを発現しつつあると判断できるところ、その有効性、問題点を確認しつつ、他の案件で

も適用を検討する必要がある。 
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第 1 章 中間評価の目的  

１－１ 目的 

コロンビア国（以下、コ国）では、左翼系ゲリラ組織、極右民兵組織、国軍との間

で過去 40 年間にわたり内戦状態が続いている。  現ウリベ政権は治安回復を政策の重

要テーマとして位置づけ対策に取り組んでおり、その結果、主に地方部において左翼

ゲリラ、極右民兵組織の対立及び各組織と国軍との衝突が激化し、地方部の農民や社

会的弱者が故郷や土地、財産を捨て、安住の地を求め国内避難民化している。 避難民

の数は年々増加しており、人権保護団体である Consultaria para los Derechos Humanos y 

el Desplazamiento（COHDES）の発表では、1985 年から 2005 年 9 月末までに発生した

国内避難民数は約 360 万人であり、一方大統領府が 2005 年 11 月末までに避難民登録

した人数は約 170 万人である。   

政府発表では、登録者のうち約 10 万人がボゴタ市に避難している。ボゴタ在住の避

難民は社会的弱者が集まる南部に住んでいるものが多く、特に今回プロジェクトサイ

トに選定されたサン・クリストバル地区は、ボゴタ市にある 20 の居住地区の中でも、

避難民の数が 5 番目に多い地区である。当該地区において、避難民を含む社会的弱者

の栄養状況は一般的に悪く、サン・クリストバル地区ではボゴタ市がコミュニティ・

キッチンなどを通じて栄養改善に取り組んでいる。また、ボゴタ市植物園（以下、JBB）

は自給自足を目的とした都市農業普及プロジェクトを 2004 年から 2008 年の予定で実

施している。  

かかる状況下、コ国政府は日本国政府に対し、コミュニティ・エンパワーメントを

通じ、都市農業の技術普及支援を目的としたプロジェクトに対する協力を要請した。

この要請を受けて、JBB を実施機関とした技術協力プロジェクトを 2006 年 6 月から 3

年間の予定で開始した。  

JICA は、2008 年 5 月 18 日から 2008 年 5 月 30 日にかけて中間評価調査団を派遣し、

協力開始から 2 年経った現時点における中間評価をコ国側と合同で実施した。本評価

の目的は以下のとおり。  

（1） これまでの投入、活動、成果を確認し、計画と比較する。  

（2） 評価 5 項目の視点からプロジェクトを評価する。  

（3） プロジェクト残り期間に向けた提言を行う。  

 

１－２ 方法 

（1）評価委員  

プロジェクトの評価は、日本国側調査団 2 名とコ国側 4 名の評価委員による合同評

価で行われた。評価委員は以下のとおり。  

（日本国側評価委員）  

 担当分野  氏名  所属  

１  総括 /団長  佐佐木健雄  

 

JICA 農村開発部 畑作地帯グルー

プ畑作地帯第一課 課長  
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 2

2 評価計画  鈴木央  

 

JICA 農村開発部 畑作地帯グルー

プ畑作地帯第一課 職員  

（コ国側評価委員）  

1 Germán Bueno ボゴタ市植物園 都市農業プロジ

ェクトコーディネーター  

(Coordinador Agricultura Urbana, 

Jardín Botánico de Bogotá) 

2 Carolina Avellaneda 社会行動と国際協力のための大統

領機構：食糧安全保障ネットワー

ク（RESA）アドバイザー  

(Asesora ReSA, Accion Social) 

3 Liliana Ramírez ウスメ区都市農業プロジェクトコ

ーディネーター (ロサリオ大学：

Universidad de Rosario）  

4 Yibby Forero 栄養グループコーディネーター

（国家保健機関）  

(Coordinadora Grupo de Nutrición, 

Instituto Nacional de Salud) 

 

（2）評価スケジュール  

中間評価スケジュールの詳細は、付属資料 1「評価日程」のとおり。  

 

（3）評価方法  

評価手法は JICA 事業評価ガイドラインに基づき、プロジェクトの計画と実績を比

較し、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の視点から

評価を行うこととした。  

情報及びデータ収集は、プロジェクト報告書等の既存資料及び関係者からのインタ

ビューによって行った。  

収集した情報は、まず日本側評価委員によって取りまとめられ、その後評価委員全

員で評価を行った。  

本評価調査では、第一回合同運営委員会で承認された PDM Ver.1 に基づいて評価デ

ザインを確定し、調査を実施した。PDM Ver.1 の概要を以下に示す（付属資料 2「PDM 

Ver.1」参照）。  

 

プロジェクト要約  指標  

上位目標  

都市農業の強化を通じて、ボゴタ市の国

内避難民を含む社会的弱者の栄養摂取

状況が改善される。  

 

2014 年までに、ボゴタ市の貧困者居住

区（estrato 1, 2 及び 3）住民の消費す

る野菜の量が 3%増加する。  



プロジェクト目標  

都市農業の強化を通じて、サン･クリス

トバル区の国内避難民を含む社会的弱

者の栄養摂取状況が改善される。  

 

プロジェクト終了時までに、受益者の

消費する野菜の種類及び量が 10%増

加する。  

成果  

1. ボゴタ市植物園の都市農業に関わる

能力が強化される。  

 

 

1. 2008 年に、ボゴタ市都市農業栽培マ

ニュアル 1 種及び都市農業普及マニュ

アル 1 種が作成される。  

2. 住民及び住民組織の都市農業に関わ

る能力が強化される。  

2. プロジェクト終了までに受益者家

庭の栽培面積が 15%増加する。  

3. 住民の栄養改善に関わる関係機関が

共同して、都市農業普及事業を実施す

る。  

3. 住民の栄養改善に関わる公的機関

が都市農業の普及活動に人員を派遣

する。  
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第 2 章 プロジェクトの実績と実施プロセス  

 

２－１ 投入（詳細は、付属資料 3「投入実績表」参照） 

 ２－１－１ 日本国側投入実績  

（1）専門家派遣  

本プロジェクトにおいて、中間評価までに派遣された長期専門家は「コミュニテ

ィ・エンパワーメント /業務調整」専門家 1 名で 1.97 人月の投入であった。  

 

（2）研修実績  

 本プロジェクト期間中に、これまで合計 3 名のカウンターパート（以下、C/P）

が本邦研修に派遣された。研修コースと派遣された人数は以下のとおりである。  

研修コース名  派遣人数  

集団研修「参加型地域社会開発の理論と実践」  2 

地域別研修「小規模農民支援有機農業普及手法（中米カリブ地域コー

ス）」  

1 

 

（3）機材供与  

2006 年 か ら 2007 年 度 分 ま で の 日 本 国 側 の 機 材 供 与 の 実 績 は 合 計 COP 

281,736,443.00(16,558,122 円相当 5 月 18 日為替レート 100 円＝COP 1,701.50)であ

る。主な供与機材は、プロジェクト車両 1 台、コンピュータ、プリンター、コピー

機などが上げられる。その他、機材供与費で、 JBB 内に研修センターを建築した。  

 

（4）在外事業強化費   

2008 年 3 月末時点で、日本国側の在外事業強化費として合計 COP 131,039,300.00

（7,701,399 円相当）がプロジェクトの活動のために投入された。  

 

２－１－２ コ国側投入実績  

（1）コ国側予算  

2007 年 12 月 末 時 点 で 、 コ 国 側 の 負 担 経 費 と し て 合 計 COP 570,809,396.00

（33,547,422 円相当）がプロジェクトの活動のために投入された。  

 

（2）C/P の配置  

2007 年 3 月時点までのコ国側 C/P の配置人数は 14 人である。全員が JBB の都市

農業プロジェクトのスタッフである。その内、７名はサン・クリストバル区チーム

に配置されている。  

本プロジェクトは都市農業プロジェクトを支援するプロジェクトであるため、C/P

業務は本来業務と重複している。  
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２－２ 活動（詳細は、付属資料 3「投入実績」参照） 

プロジェクトの活動は、成果 1 と成果 2 については概ね PDM 及び PO に沿った形で

実施された。成果 3 については、当初連携を予定していた組織との共同活動が困難に

なったことから、計画を変更して実施した。  

 

２－３ 成果（詳細は、付属資料 6「評価グリッド（実績）」参照） 

栄養改善分野の成果を除くならば、成果 1 については成果が順調に産出されており、

また成果 2 については、数値では確認できないものの現場で都市農業が実践されてい

ることが確認できたことから、概ね順調に進捗している。成果 3 については、計画変

更後は順調に進捗しており、特段の問題は見受けられない。  

以上のように、成果はそれぞれ順調に産出されている。  

 

２－４ 実施プロセス（詳細は、付属資料 6「評価グリッド（実施プロセス）」参照） 

本プロジェクトの実施プロセス・実施体制に関係し、特にプロジェクトの進捗に影

響を及ぼした事項を以下に記載する。  

 

プロジェクト実施の決定採択プロセスが確率されていなかったため、活動実施が遅

滞した。この影響として、プロジェクト活動が遅滞し、C/P の業務意欲が減退し、技

術移転を受けた JBB 職員が退職する等のマイナスの影響が観察された。  
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第 3 章 評価結果（詳細は、付属資料 6「評価グリッド」参照）  

 

３－１ 妥当性 

本プロジェクトのプロジェクト目標及び上位目標は、コ国政府の国内避難民支援対

策と合致しており、同時に日本国の開発援助方針にも沿ったものである。また、本プ

ロジェクトの提供する技術は C/P 機関である JBB の技術的ニーズを満たすものであり、

その妥当性は高いと言える。一方、ターゲットグループの課題は栄養改善にあったが、

本プロジェクトのプロジェクト目標で達成すべき「都市農業の普及を通じた野菜の消

費量と種類の増加」は、住民（社会的弱者）の課題解決に貢献はするものの、栄養改

善に関する課題を解決するには十分ではなかったことから、プロジェクトデザインが

必ずしも適切ではなかったと言える。以下に、具体的な説明を付記する。  

 

＜コ国の国内避難民支援対策との整合性＞  

コ国政府は、貧困問題とそこから派生する問題の解決及び国内避難民に対する支援

を、重要課題としており、1997 年法（法律第 387 号）等の法律や法令により、こうし

た国民の支援、保護、社会的経済的安定を図っている。したがって、コ国政府の政策

に鑑み、国内避難民等社会的弱者の食糧安全に資する本プロジェクトの妥当性は高い。

プロジェクト開始後も、コ国政府の貧困問題解決と国内避難民支援を目指す政策は変

わりなく、プロジェクトの活動、プロジェクト目標及び上位目標は、国及び首都区の

食糧安全保障及び栄養に関する政策との整合性を保っている。   

 

＜日本国の開発援助方針との整合性＞  

コ国の援助重点分野の一つとして、平和構築を掲げている。本案件は、現在 JICA

プログラムとして策定中の「紛争の被害者・共生和解支援プログラム」の中に位置付

けられており、本案件の活動は、開発課題である紛争の結果生じる社会的・経済的問

題への対応に資するものであり、 JICA 国別援助実施計画と整合している。  

 

＜C/P 機関のニーズとの合致＞  

JBB は植物栽培技術を保有していたものの、以下の 2 点における技術的ニーズが高

かった。  

（1）都市農業栽培技術  

ボゴタの都市農業は、家庭菜園的にテラスなどを利用して実施する「土地の無いと

ころで実施する農業」という、これまでにない形態であり、近隣諸国を含め技術的ノ

ウハウがなかった。そのため、野菜栽培技術のニーズは高かった。栽培分野の技術開

発については、日本人専門家ではなく、C/P 機関である JBB が主体となり、日本人専

門家がその活動を補足的にサポートする形で進められている。また現状では、都市農

業の一般的な栽培技術の開発に留まっており、生産性の向上や、作目ごとの技術開発

は今後の課題となっている。  

（2）普及戦略  
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JBB が、都市農業を一般市民に対象に普及するための参加型の普及は、まだ十分に

開発されておらず、技術的ニーズが高かった。プロジェクトでは、参加型地域社会開

発の理論と方法論を取り入れた普及技術を導入した。  

 

＜ターゲットグループのニーズとの合致＞  

受益者である「国内避難民等を含む社会的弱者」は、ビタミン及びミネラル不足に

より栄養状態が悪く、また、こうした住民は野菜を入手することが困難となっている。

それゆえ、都市農業は、野菜を入手できるようにする手段と考えられ、こうした市民

の栄養状態の改善に貢献すると判断される。  

 

３－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は、概ね高いと言える。既に、都市農業を行っている住民

と、そうでない住民との間には、消費する野菜の種類、栽培面積に差が出ていること

が報告されている。その一方で、栄養改善分野への投入が確保できなかったため、同

分野での成果の産出が十分ではない。2008 年になってからは、C/P 機関である JBB が

栄養改善分野の担当者を雇用したこと、また国家保健機関からも継続的な支援を得ら

れる体制ができつつあることから、この問題はほぼ解決したと言える。  

 

＜プロジェクト目標の達成予測＞  

プロジェクト目標達成をはかるための指標は入手できなかったが、その指標は、現

在実施中のベースライン調査及び今後実施されるフォローアップ調査によって、取得

される予定である（両調査の内容は別途詳述）。なお、2008 年 3 月に実施した調査で

は、2007 年から都市農業プロジェクトに参加した住民と、都市農業を行っていない住

民の間には、消費する野菜の種数で 10％の差があるいう結果が出ており、種数の数値

目標をプロジェクト期間内に達成できる可能性はある。また、同調査では野菜の消費

量の差についても調べられているが、両者の間に有意な差はみられなかった。しかし

ながら、この結果はこれまでプロジェクト活動で、住民に対する栄養改善教育が行わ

れてこなかったためであり、今後プロジェクトの栄養改善教育が強化されることを踏

まえると、受益者の野菜の消費量についても増加することが見込まれる。しかし、現

時点において野菜消費量の数値目標達成見込みを判断することはできない。  

 

＜栄養改善分野の投入＞  

栄養改善分野が JBB の本来業務ではなかったために、栄養改善活動を担当できる部

署がなく、その結果、当該分野での C/P を確保することができなかった。したがって、

2008 年に入るまでは、栄養改善活動はほとんど進めることができなかった。しかしな

がら、2008 年 5 月から 8 月まで JBB が栄養改善担当者を雇用し、今後は国家保健機関

（ INS）から継続的な技術支援（指導・助言、調査など）を得られることになったこ

とから、この問題はほぼ解決したと言える。  
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３－３ 効率性 

本プロジェクトにおける投入の質・量・タイミングについて、いずれも適切に実施

されており、栄養改善分野を除けば、本プロジェクトの成果産出は順調であることか

ら、本プロジェクトにおける効率性は概ね確保されていると言える。また、関係機関

との連携により、支援体制が築かれていることも効率性の向上に寄与している。  

 

＜成果の産出＞  

成果 1 については、成果が順調に産出されており、また成果 2 については、数値で

は確認できないものの、現場で都市農業が実践されていることが確認できたことから、

概ね順調に進捗している。成果 3 については、計画変更後は順調に進捗しており、特

段の問題は見受けられない。以上のように成果はそれぞれ順調に産出されており、栄

養改善分野を除けば効率性は確保されているといえる。  

 

＜投入の質・量・タイミング＞  

栄養改善分野の投入を除き、投入の質、量、タイミングは特段問題なかった。ただ

し、研修センターの完成が約 1 年遅れたことから、研修活動実施のための場所探しが

必要であった。現在、同センターは順調に運営されており、残りのプロジェクト期間

において、講義施設兼展示圃場として貢献し得る可能性は高く、今後の有効活用が期

待される。  

 

＜関係機関との連携＞  

サン・クリストバル区、ロサリオ大学、IPES(Promocion del Desarrollo Sostenible:ONG)、

エントレヌーベ公園、 INS 等の多くの機関から、予算面、技術面などでの支援を受け

ており、この支援がプロジェクトの円滑な実施、効率的な成果の産出に寄与している。  

 

３－４ インパクト 

今回の調査では、上位目標の達成度の見込みを確認することができなかったが、プ

ロジェクトのインパクトが、上位目標達成に貢献するだろうことが確認できた。また、

本プロジェクトの特筆すべきインパクトとして、社会統合が挙げられる。このインパ

クトの発現については、今回訪問した全ての機関から確認できたほか、中には本プロ

ジェクトの も大きい成果であると評価する機関もあった。技術面においては、今回

導入した参加型地域社会開発が高い評価を受けた結果、都市農業プロジェクトだけで

なく、他の事業でも活用される見込みとなっている。  

 

＜上位目標達成の見込み＞  

上位目標の達成を評価するための指標は、入手できなかった。また、上位目標達成

見込みについても、数値目標を達成できるかは判断できなかった。しかしながら、以

下の理由により、ボゴタ市の貧困居住区住民の消費する野菜の量が増加する見込みは

高い。  

（1）以前実施された 2 件の調査（ JBB とナショナル大学による共同実施した調査及び

 8



ロサリオ大学による調査）に基づき、都市農業プログラムを実施した結果、野菜の消

費量が増加したことが明らかとなっている。  

（2）C/P 機関の JBB が、本プロジェクトにより技術的に強化されたことを考慮すると、

プロジェクト目標は、プロジェクト実施期間中にサン・クリストバル区で達成される

見込みである。  

（3）JBB が中心となり、都市農業をボゴタ首都区の市街地において、市民と共に実施

中である。  

（4）都市農業が、このテーマに関連するその他の政策との結びつきのもと、首都区の

政策として実施される予定である。  

 

＜社会面のインパクト＞  

 プロジェクトで実施した、予備調査及びナショナル大学が実施した調査の結果に従

えば、本プロジェクトのインパクトの一つは、家族内及び住民同士の関係付けの強化、

「良き市民」としての行動規範の習得など「社会統合」にかかわるものである。サン・

クリストバル区では、住民の組織化により参加が促進されている。  

この社会面でのインパクトは、今回打ち合わせを行った全ての機関から確認するこ

とができた。  

 

＜技術面のインパクト＞  

JBB が実施する市民対象のプロジェクトに、「参加型地域社会開発（PLSD）」を全面

的に導入する可能性が高まってきた。 JBB は、サン・クリストバル区で適用されてい

る PLSD の手法を他の区にも導入しようとしている。  

                                          

３－５ 自立発展性 

ボゴタ市及びサン・クリストバル区のいずれの政策においても、都市農業が政策に

取り込まれる見込みであり、今後継続的に予算を確保できる見込みである。したがっ

て、本プロジェクトの自立発展性は、現時点では確保されている。また、住民の都市

農業へのモチベーションは高く、また都市農業に参加することで社会統合面でのメリ

ットを受けられることから、今後も継続していくと考えられる。  

 

＜政策面・財政面＞  

 2008 年発足のボゴタ市新体制は、JBB を実施機関として普及していくことを開発計

画の中で施政方針として打ち出した。また、サン･クリストバル区においても政策の柱

として、都市農業活動が取り上げられる見込みである。したがって、今後継続的に予

算が確保できる可能性は高い。更に、プロジェクト C/P（普及員、ソーシャルワーカ

ー）が、全員有期契約スタッフであることから、事業の持続性に観点ではマイナス要

因であるといえる。しかしながら、都市農業が、ボゴタ市新政権の政策として継続さ

れる見込みであることから、現時点においては、この問題の影響は小さいといえる。  
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＜組織面＞  

都市農業に対する住民のモチベーションは高く、住民レベルでの都市農業の自立発

展性は高い。今後、余剰生産が生まれれば、生計向上にも寄与し得る。また、住民組

織として活動することで、円卓会議を通じた行政サービスへのアクセスや、家族内及

び住民同士の関係付けの強化といったメリットを享受できることから、組織の自立発

展性も高いといえる。  
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第 4 章 結論  

 

本プロジェクトの目標はコ国政府の国内避難民支援政策と合致しており、本件実施

の妥当性は高いと思われる。しかしながら、プロジェクトデザイン上の問題から、タ

ーゲットグループの課題「栄養改善」の解決に貢献はしているものの、「栄養改善」に

関する課題に直接働きかけて解決できるアプローチにはなっていなかった。  

 

 成果の産出もほぼ問題なく、これまでプロジェクト実施上の課題とされてきた栄養

改善分野への人材投入及び支援体制を確保できたことから、今後プロジェクト目標の

達成が促進されるものと思われる。  

 

 また、本プロジェクトで特筆されるべきは、インパクトとして発現した地域社会に

おける社会統合効果である。国内避難民や貧困層の多いサン・クリストバル区で、家

族内及び住民同士の関係付けの強化、「良き市民」としての行動規範の習得等のインパ

クトが発現したことは、地域の治安向上、コミュニティのエンパワーメントに大きく

寄与したと言える。  

 

 更に市、区、住民の都市農業へのモチベーションは高く、政策にも都市農業が取り

入れられていることから、現時点における本プロジェクトの持続発展性に対する懸念

は小さい。  
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第 5 章 教訓と提言  

 

５－１ 教訓 

（1）参加住民が必要としていた安全な野菜を、都市農民が有する狭い土地、借用でき

る狭隘な土地で生産する技術を提供するとともに、隣人同士のコミュニケーション作

りのきっかけを、本プロジェクトで提供出来た。真のニーズを拾い上げることと、そ

のニーズに沿った協力を適切に実施することが、住民の参加を喚起し、自立発展性を

確保する上で重要である。  

 

（2）また、これまで住民に関係の薄かった区庁等行政機関と、円卓会議を通じてコミ

ュニケート出来るようになり、住民の意見が行政に反映されるボトムアップの仕組み

が実効的に生まれた。これは、円卓会議が住民主体で実施されるようになるまで、プ

ロジェクトが導いたこと、区庁、 JBB 普及員が住民の声を行政につなげることを意識

したことによる。  

 

（3）住民が普及員とのつながりの中で、自分たちの意見が活動に反映されることを知

ったこと、野菜等自分たちが作った健康な食物を食べられるようになったこと、隣人

とのコミュニケーションが進んだこと、県庁等行政とコミュニティとの関係が出来た

ことによって、住民がグループ活動を推進するインセンティブが生まれた。  

 

（4）農業経験者の多い避難民地区だったことから、都市農業を受け入れ易い素地があ

った。  

 

（5）安全で品質の良い野菜を作り、摂取することが自らの健康増進に繋がるという単

純で明快な方向性が住民に受け入れやすかった。  

 

（6）参加型社会開発（PLSD）では Social Preparation（SP：社会準備）に時間を要す

るが、今回のプロジェクトも SP に時間を要している。コ国の場合、参加型の行政運

営を取り入れるという方針があり、 JBB のスタッフである普及員（Social Worker）と

技術員を軸として、本プロジェクトを実施したことから、かなり PLSD を受け入れる

素地があったと考えられる。したがって、他の地域や国において PLSD を活用した案

件を実施する際には、準備フェーズを設ける等、相手国当該地域の状況を十分に把握

し、協力の戦術を練り上げる必要がある。  

 

（7）多くの協力がそうであるように、「社会の自立」を 終目的とするような案件で

は、本プロジェクトが適応した PLSD の考え方が有効に作用すると考えられている。、

特に、ターゲットグループの、家庭内及び住民同士の関係付けの強化、「良き市民」と

しての行動規範の習得等のインパクトを発現しつつあると判断できるところ、その有

効性、問題点を確認しつつ、他の案件でも適用を検討する必要がある。  
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５－２ 提言 

（1）ターゲットグループの整理  

本プロジェクトのターゲットグループは、「サン・クリストバル区の国内避難民を含

む社会的弱者」であるが、都市農業プロジェクトに参加し、都市農業を行うためには

定住している必要がある。避難生活を始めたばかりの国内避難民は、特定の住居を持

たず転々とした生活を送る特徴を有することから、この避難民グループにプロジェク

トがアクセスすることは難しい。そのため、本プロジェクトで対象となる国内避難民

は、転々とした生活を脱し定住生活を営み始めたグループとする。  

 

（2）「栄養改善」の定義  

プロジェクト関係者間で、プロジェクト目標「栄養摂取改善」の解釈について差異

があり、プロジェクト目標と成果「１．ボゴタ市植物園の都市農業に関わる能力が強

化される。」、「２．対象住民の都市農業に関わる能力が強化される。」、「３．区の都市

農業活動の持続性を確保するために、コミュニティにおける組織枠組みが強化され

る。」との関係が明らかでなかったため、成果 1 及び成果 2 の活動内容に変更はないが、

表現を適切にし、それぞれの成果に適切に位置付けなおすこととする。本プロジェク

トにおける「栄養改善」は、研修、生産、食料栄養教育を含む、総合的な都市農業戦

略を実施することにより、対象住民の消費する野菜の量と種類が増加することと定義

する。  

 

（3）人員の確保  

プロジェクト C/P（普及員、技術者）が、全員有期限スタッフであることから、事

業の持続性を担保する観点から、 JBB は、リーダー的な人材に関しては継続雇用を行

うようにする。  

 

（4）住民参加型都市農業モデルの普及  

サン・クリストバル地区における住民参加型都市農業は、根付きつつあるが、市内

の他地区に普及するように計画された JBB におけるプログラムを、コ国側で着実に実

施する必要がある。それゆえ、JBB は Accion Social の RESA と協議し、今後同プロジ

ェクトをモデルとして、ボゴタ市で実施されているその他のプロジェクトへ展開し、

フォローアップしていくことを検討する。また、同時に RESA は、全国的に展開する

ための、パイロット的な適用について検討する。  

 

（5）部分的な栄養改善から本格的な栄養改善へ  

プロジェクト目標で達成すべき「都市農業の普及を通じた野菜の消費量と種類の増

加」は、住民 (社会的弱者 )の課題解決に貢献はするものの、栄養改善に関する課題を

解決をするには十分ではない旨今回の報告書で指摘しているが、社会的弱者の栄養状

態は、ビタミンやミネラルの摂取が不足していることに起因するものである。このた

め、都市農業で生産した野菜の摂取を通じて、ビタミンを摂取することは有効な手段

だと考えられるが、家庭菜園レベルの都市農業では、その絶対量において不足分を補
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い得ることは難しい。  

都市農業が住民主体で育ちつつあるので、次の段階としては、少し大きな面積を確

保した農業へ移行する必要があり、今回の都市農業の技術に加え、遊休地をうまく活

用した多少規模の大きな農業への移行を検討する必要がある。  

 

（6）野菜消費に関する現在の栄養状態診断として、ベースライン調査を活用する  

現在 INS（国家保健機関）が、プロジェクトの活動として、サン・クリストバル地

区他のベースライン調査を実施しているが、これまで野菜の消費に関して具体的にど

のような栄養の問題があるか、数字上のデータとして捉えられてこなかったことから、

この情報が得られれば、 INS 側で確立している技術に基づき検証することで、将来の

活動を策定することが可能になる。これにより、栄養改善のためにどんな栄養をどの

作物から、どの位の量を摂取して栄養改善をするという目標が設定できる。今回の調

査の中で「栄養改善」に関する目標が打ち出せれば、奨励する作物、奨励する料理、

調理法が明確になり、栄養改善に向けたより具体的な活動が可能となる。  

 

（7） JBB による栄養改善に関する情報整理  

JBB には、活動実施前後の栄養状態の比較を示す根拠となる情報があり、また、ボ

ゴタ市には、都市農業プロジェクトを通じて、住民の栄養状態を改善した経験がある

が、いずれも文書化されていないため、 JBB は、関係機関の協力を得て、これら有益

な情報を整理する必要がある。  

 

（8）プロジェクト目標達成に貢献する栄養関連機関や組織の明確化  

プロジェクト目標達成のために、 JBB の活動を補足できるような、栄養関連に経験

のある機関や組織があり、これら諸機関等と協力関係を結ぶことが望ましい。  

 

（9） JBB 内の決定採択の流れを確立する  

プロジェクト目標達成を有効に行うためには、 JBB 内の意思決定採択の流れを整理

し、確立する必要がある。  

 

(10)プロジェクトを通じて実施された、研修コースや活動の結果を文書化し共有化す

る  

研修で得られた知識・経験を、コロンビアの公的機関が導入している品質改善基準

に則り、文書化し共有化する。また、規則や法的制限（契約に記載する等）を設ける

ことにより、これが実際に確実に行われるようにする。  

 

(11)インパクト評価の際に、支出の使途を考慮する  

都市農業を実施することにより、裨益世帯の支出の使途が変わる（間接的な収入増）

ことも考慮した上で、社会経済的インパクトを分析する必要がある。  

 

(12)総合的アプローチとインパクト強化のため、食料栄養教育に関わるコンポーネン
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トを確立する  

国立栄養研究所がプロジェクトに参加することになったことから、 JBB は、食料栄

養教育の目的、手法、得られる成果など具体的にコンポーネントを確立することがで

きる。同機関から JBB に研修が実施されれば、普及員や技術者が栄養関係の活動を実

施できるようになる。  

 

(13)PDM の改訂  

今回の評価結果を踏まえて、PDM の成果 2 と成果 3 につき、以下のとおり変更する。  

 

・成果 2 

2008 年 3 月に実施された調査において、都市農業プロジェクトに参加した住民と、

都市農業を行っていない住民とでは、その栽培面積に 7％強の差があるという結果が

出ている。PDM 1 では、成果 2 の指標を「プロジェクト終了までに受益者家庭の栽培

面積が 15%増加する。」としたが、この調査結果の数値を踏まえ、「ベースライン調

査によって特定される対象住民の栽培面積が 10%上昇する。」に再設定する。  

 

・成果 3 

成果 3 は活動の持続性を担保することを目的としており、当初は JBB が栄養改善活

動を実施できなくなった場合には、他の関連機関が、栄養改善活動をフォローできる

仕組みを作ることを予定していた。  

当初、貧困層向け住宅金庫（Caja de Vivienda Popular）と公立病院が都市農業活動を

しているという情報を得ていたため、両機関と連携した活動を予定していた。しかし

ながら、その後、住宅局はそもそも都市農業活動を行っていないことが確認され、ま

た病院も都市農業活動を中止したことから、両機関との連携が事実上不可能となり、

成果 3 の内容を変更せざるを得なくなった。上述の事態を受け、当初計画の代替とし

て、円卓会議を強化し、活動の持続性の担保を図ることを成果 3 として設定した。こ

れにより、住民と行政機関の関係が強化され、住民に必要な支援が行政から得られる

仕組みが構築されることになる。  

なお、変更後の成果 3 及びその指標は以下のとおりとする。  

成果 3 区の都市農業活動の持続性を確保するために、コミュニティにおける組

織枠組みが強化される。  

指標   サン・クリストバル区にて開催される円卓会議に、10 以上の住民組織が

参加し、年間 6 回以上開催される。  
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第 6 章 合意事項  

 
5 月 29 日に開催された合同調整委員会において、合同委員会が取りまとめた中間評

価報告書が報告された。日本国側とコ国側関係機関は、その内容を受け入れ、報告書

に記された提言について、以下のとおり必要な対応を取ることを合意し、協議議事録

が署名された。  

 

（１）日本国側及びコ国側委員によって構成された合同委員会は、合同調整委員会に

対しての合同評価レポートを提出した。  

（２）合同調整委員会は、合同評価委員会が提出した合同評価レポートを承認し、そ

の内容を踏まえ以下の事項につき確認した。  

 

1）日本国側とコ国側は、レポートの提言を実行するために必要な措置を講じる。 

2）  PDM を Ver.2 に改訂した。   

3）  「栄養摂取状態の改善」とは、「都市農業を通じて食生活が改善すること」す

なわち「野菜の消費量及び消費される種類が増加すること」と理解する。  

4）  栄養改善分野（食生活の改善）に関するプロジェクト活動を、効果的に実施す

るため、JBB は国家保健機構から技術的支援（指導・助言、調査など）を得ら

れる体制を構築する。  

5）  JICA プロジェクトを通じ能力開発を受けた人材には、習得した技術と知識を

プロジェクトで活用し、同僚とも共有することが求められる。そのため、C/P

機関は、研修終了後も、できるだけ同人材を長くプロジェクト活動に携わるス

タッフとして雇用することが望ましく、少なくともプロジェクト実施期間中は、

プロジェクト C/P として確保することが求められる。また、同人材から同僚へ

の技術移転、後任への引継ぎが確実に行われるよう、研修で得た技術と知見は

記録として書面に残すこととする。  

 



 

 

 

付 属 資 料 

 

１、 評価日程 

２、 PDM Ver.1 

３、 投入実績表 

４、 活動実績表 

５、 PDM Ver.2（Final 案） 

６、 評価グリッド 

（実績、実績プロセス、評価 5 項目） 

７、 ミニッツ・中間評価報告書（西文） 
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date day time Activity Site Stay

1 18,May （Sun） PM
20:45

成田発　(鈴木)
ボゴタ着 (CO883) Bogota

9:00 事務所打ち合わせ
間瀬専門家打ち合わせ

JICA

14:00 ・ACCION SOCIAL表敬 A/S

8:30-12:00 合同評価委員会（評価方法の説明） JICA

14：00-17：
00

20：45

間瀬専門家インタビュー

ボゴタ着（佐佐木課長）（CO883)

要確定

9：00
11：00

植物園長表敬
ボゴタ市植物園技術部長インタビュー

ボゴダ市植物園

PM 植物園C/P（普及員、ソーシャルワーカー）イ
ンタビュー

ボゴダ市植物園

7：30
8：30-9：30
10：00-12：

00

ホテル発
サン・クリストバル区役所インタビュー
都市農業関係者からの聞き取り調査

サン・クリストバル区役所
パルケ・エントレヌーベ

14：00-16：00サン・クリストバル区　住民からの聞き取り
調査

Juan Rey地区

8：00-11：00 国家保健機関（INS）との協議 INS

PM ・ACCION SCOIAL からの聞き取り調査：国
内避難民支援政策と都市農業アプローチ

JICA

AM 調査結果の取り纏め ホテル会議室

PM 評価レポート案作成（日本語） ホテル会議室

AM 評価レポート案作成（日本語） ホテル会議室

PM 評価レポート案翻訳(日→西) 翻訳作業

AM 評価レポート案翻訳(日→西) 翻訳作業

PM 評価レポート（案）を評価委員に配布

AM ボゴタ市環境局インタビュー
合同評価委員会協議・評価結果の共有

PM 合同評価委員会協議・評価レポートの修正及
びPDM ver2の検討

AM 合同評価委員会協議・評価レポートの修正及
びPDM ver2の検討

PM 合同評価委員会協議・評価レポートの修正及
びPDM ver2の検討

9:00
合同調整委員会（合同評価レポートの提出及
びPDM ver2の承認）
ミニッツ署名

PM

大使館報告

JICA事務所打ち合わせ（農村開発部関連他案
件、平和構築関連）

在コロンビア日本国大使館

JICA事務所

AM ボゴタ発（佐佐木）→パナマ経由

PM グアテマラシティ着（佐佐木）
グアテマラ駐在員事務所との打ち合わせ

グアテマ
ラシティ

(佐佐
木）

Bogota

Bogota

Bogota

Bogota

Bogota

Bogota

Bogota

コロンビア国内避難民等社会的弱者に対する栄養改善プロジェクト
運営指導調査団（中間評価）日程

期間　2008年5月18日～5月31日

20,May (Tue)

19,May (Mon)2

3

21,May (Wed) Bogota

Bogota

Bogota

Bogota

22,May (Thu)

24,May (Sat)

23,May (Fri)

(Wed)

30,May (Fri)

28,May

29,May (Thu)

27,May (Tue)

(Mon)

25,May (Sun)

26,May

4

5

6

7

12

13

8

9

10

11

19





プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
名

: 
 

国
内
避

難
民

等
社

会
的

弱
者

に
対

す
る

栄
養

改
善

計
画

 
タ
ー

ゲ
ッ
ト

グ
ル

ー
プ

: 
サ

ン
・

ク
リ

ス
ト

バ
ル

地
区

の
国

内
避

難
民

を
含

む
社

会
的

弱
者

 
対
象
地

域
:ボ

ゴ
タ

市
サ

ン
・

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
、

特
に

同
区
内

の
地
域

計
画
ユ

ニ
ッ
ト

（
U

PZ
）

の
32
、

50
と

51
 

協
力

期
間

: 2
00

6年
5月

31
日

よ
り

3年
間

 
PD

M
バ

ー
ジ
ョ

ン
: 1

 
PD

M
作

成
日

: 2
00

6年
12
月

22
日

 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
要

約
 

指
標

 
入

手
手
段

 
外

部
条
件

 
上

位
目
標

 
都

市
農

業
の

強
化

を
通

じ
て

、
ボ

ゴ
タ

市
の

国
内

避
難

民
を

含
む

社

会
的
弱
者
の
栄
養
摂
取
状
況
が
改
善
さ
れ
る
。

 

20
14
年
ま
で
に
、
ボ
ゴ
タ
市
の
貧
困
者
居
住
区
（

es
tra

to
 1

, 2
 及

び
3）

住
民
の
消
費
す
る
野
菜
の
量
が
３

%
増
加
す
る

 
市
立
病
院
の
統

計
 

・
植
物
園
都
市
農
業
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
及
び
実
施

に
関
わ
る
人
員
が
変
更
さ
れ
な
い

 
・
都
市
農
業
が
ボ
ゴ
タ
市
の
政
策
の
一
環
と
し
て
の

位
置
を
失
わ
な
い

 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
 

都
市
農

業
の
強
化
を
通
じ
て
、
サ
ン
･
ク
リ
ス
ト
バ
ル
区
の
国
内
避
難

民
を
含
む
社
会
的
弱
者
の
栄
養
摂
取
状
況
が
改
善
さ
れ
る
。

 

ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｼ
ﾞ
ｪ
ｸ
ﾄ
終
了
時
ま
で
に
、
受
益
者
の
消
費
す
る
野
菜
の
種

類
お
よ
び
量
が

10
%
増
加
す
る

 
定
期
調
査
（
参

加
型
調
査
）

 
・
植
物
園
都
市
農
業
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
及
び
実
施

に
関
わ
る
人
員
が
変
更
さ
れ
な
い

 
・
都
市
農
業
が
ボ
ゴ
タ
市
の
政
策
の
一
環
と
し
て
の

位
置
を
失
わ
な
い

 
成

果
 

1.
 ボ

ゴ
タ
市
植
物
園
の

都
市
農
業
に
関
わ
る
能
力
が
強
化
さ
れ
る
。

2.
 住

民
及
び
住
民
組
織

の
都
市
農
業
に
関
わ
る
能
力
が
強
化
さ
れ

る
。

 
3.

 住
民
の
栄
養
改
善
に
関
わ
る
関
係
機
関
が
共
同
し
て
、
都
市
農
業

普
及
事
業
を
実
施
す
る
。

 

1.
 2

00
8年

に
、
ボ
ゴ
タ
市
都
市
農
業
栽
培
マ
ニ
ュ
ア
ル

1種
お

よ
び
都
市
農
業
普
及
マ
ニ
ュ
ア
ル

1種
が
作
成
さ
れ
る
。

 
2.

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で
に
受
益
者
家
庭
の
栽
培
面
積
が

15
%
増
加
す
る
。

 
3.

 住
民
の
栄
養
改
善
に
関
わ
る
公
的
機
関
が
都
市
農
業
の
普

及
活
動
に
人
員
を
派
遣
す
る

 

1.
 プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
報
告
書

 
2.

 定
期
調
査

 
3.

 プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
報
告
書

 

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
及
び
実
施
に
関
わ
る
人
員
が

変
更
さ
れ
な
い

 
・
都
市
農
業
が

20
08
年
の
政
権
交
代
以
降
も
ボ
ゴ
タ

市
の
政
策
の
一
環
と
し
て
の
位
置
を
失
わ
な
い

 

活
動

 
1.

1.
 都

市
農

業
に

関
わ
る

植
物
園

の
人
材

育
成

 
1.

1.
1.

 栽
培
技
術
に
関
わ
る
能
力
強
化

 
1.

1.
2.

 コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
ワ
ー
ク
に
関
わ
る
能
力
強
化

 
1.

1.
3.

 区
の
都
市
農
業
開
発
に
関
わ
る
提
案
書
作
成

 
1.

2.
 都

市
農

業
普

及
の
た

め
の
教

材
作
成

 
1.

2.
1.

 マ
ス
コ
ミ
用
資
料
の
作
成

 
1.

2.
2.

 コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
向
け
普
及
教
材
の
作
成

 
1.

2.
3.

 ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成

 
2.

1.
 都

市
農

業
の

普
及
と

住
民
の

能
力
強

化
 

2.
1.

1.
 栄

養
状
況
の
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
調
査

 
2.

1.
2.

 都
市
農
業
普
及
活
動
の
実
施

 
2.

1.
3.

 食
品
の
調
理
・
加
工
技
術
、
お
よ
び
栄
養
知
識
の
普
及

 
2.

2.
 住

民
組

織
強

化
 

2.
2.

1.
 住

民
独

自
の

事
業

実
施

に
向

け
た

事
業

形
成

及
び

資
源

運
用

能
力

強
化
へ
の
支

援
 

2.
2.

2.
 住

民
組
織
同
士
、
及
び
外
部
組
織
と
の
組
織
交
流
の
場
の
創
出
及
び

交
流
の
促
進

 
2.

2.
3.

 住
民
の
事
業
に
関
わ
る
情
報
の
収
集
、
分
析
、
関
係
機
関
お
よ
び
住

民
と
の
共

有
化

 
3.

1.
 栄

養
改

善
に

関
わ
る

関
係
機

関
の
共

同
体
制

の
確
立

 
3.

1.
1.

 関
係
機
関
に
よ
る
区
都
市
農
業
開
発
計
画
の
共
同
作
成

 
3.

1.
2.

 区
都
市
農
業
開
発
計
画
の
実
施

 

投
入

 
 ボ

ゴ
タ
市
植
物
園

: 
• 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
配
置

 
• 
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
専
門
家
の
執
務
に
必
要
な
イ
ン
フ
ラ

 
• 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
運
営
費

 
• 
資
機
材

 
• 
秘
書
、
運
転
手

 
 JI

C
A

: 
 

• 
長
期
専
門
家
１
名

 
• 
短
期
専
門
家
複
数
名

 
• 
研
修
員
受
入

(第
三
国

) 
資
機
材
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
費

 

・
食
と
栄
養
の
安
全
保
障
委
員
会
（

C
om

ité
 d

e 
Se

gu
rid

ad
 a

lim
en

ta
ria

 y
 n

ut
ric

io
na

l）
が
制
度
上

の
地
位
を
確
立
す
る
（
特
に
成
果

3に
関
わ
る
外

部
条
件
）

 
・
市
の
土
地
利
用
計
画
（

Pl
an

 d
e 

or
de

na
m

ie
nt

o 
te

rr
ito

ria
l）

が
都
市
農
業
に
関
わ
る
土
地
利
用
の

障
害
と
な
ら
な
い
（
特
に
成
果

3に
関
わ
る
外
部

条
件
）

 
・
地
域
開
発
基
金
（

Fo
nd

o 
de

 d
ea

rr
ol

lo
 lo

ca
l）

が
都

市
農
業
を
活
動
の
重
点
課
題
と
す
る

 
  前

提
条
件
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プロジェクト投入実績 

＜日本側投入実績＞ 

（１）専門家派遣実績 

専門家氏名 指導科目 派遣期間 派遣前の所属 

間瀬 朝夫 
コミュニティー・エンパ

ワーメント/業務調整 
2006 年 5 月 31 日～ 
2008 年 5 月 30 日 

日本福祉大学大学院 

 

（２）カウンターパートの本邦研修受入実績 

研修員氏名 受入期間 協力分

野名 

研修内容及び 

受入機関 

当時の役職 

 

現在の役職及び 

離職年月、離職先

Claudia Marcela 
Sanchez 

07 年 1 月

27 日～3 月

17 日 

参 加 型

地 域 社

会開発 

集団研修「参加型地域社会

開発の理論と実践」 
都市農業プロ

ジェクト・リ

ーダ 

同左 

Paula Martínez 同上 同上 同上 都市農業プロ

ジェクト・社

会教育係長 

07 年 3 月離職 
植物園に復職予定

（参加型開発担

当） 
Luis Bernaldo 
Cañon 

07 年 6 月

18 日～10
月 5 日 

地 域

別・国別 
地域別研修「小規模農民支

援有機農業普及手法（中米

カリブ地域コース）」 

サン･クリス

トバル地区 
アドミニスト

レーター 

同左 

 

（３）日本側機材供与実績及び利用状況 

機材

番号 
設置 
時期 

機材名 型式 ﾒｰｶｰ 
購入価格 
（COP） 

使用 
ｾｸｼｮﾝ 

設置 
場所 

現在の 
稼動の 
有無 

非稼動の場

合いつから

か及びその

理由 
1 06 年 

7 月 
四輪駆動

車 
Prado Sumo Toyota 58,092,428 都市農業ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 
正門横駐

車場 
有  

2 07 年 3
月 

スキャナ DR-2580C CANON 3,000,000 都市農業ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 
専門家執

務室 
有  

3 07 年 3
月 

ハンディ

GPS 
Recon XC 
Edition 

Timble 12,555,892 都市農業ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 
専門家執

務室 
有  

4 07 年 3
月 

コピー機 BIZ HUP 
250 

Konica 
Minolta 

17,399,998 都市農業ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 
専門家執

務室 
有  

5 07 年 3
月 

デスクト

ップ PC 
RQ908LA#A
BM 

Hewlett 
Packard 

3,120,000 都市農業ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 
普及員室 有  

6 07 年 3
月 

デスクト

ップ PC 
RQ908LA#A
BM 

Hewlett 
Packard 

3,120,000 都市農業ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 
普及員室 有  

7 07 年 3
月 

ノートブ

ック PC 
RN825LAA
BM 

Hewlett 
Packard 

5,050,000 都市農業ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 
専門家執

務室 
有  

8 07 年 3
月 

ノートブ

ック PC 
RN825LAA
BM 

Hewlett 
Packard 

5,050,000 都市農業ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 
部長室 有  

9 
 

07 年 3
月 

レーザー

プリンタ 
Q6455A Hewlett 

Packard 
810,000 都市農業ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 
専門家執

務室 
有  

 
10 
 

07 年 3
月 

レーザー

プリンタ 
Q6455A Hewlett 

Packard 
810,000 都市農業ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 
普及員室 有  
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以下現地活動強化費分 

P-1 07 年 1

月 

液晶プロ

ジェクタ 

EMP-S4 EPSON 2,449,000 都市農業ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 

専門家執

務室 
有  

p-2 07 年 1

月 

デジタル

DVD ｶﾒﾗ 

DCR-DVD2

05 

SONY 1,570,000 都市農業ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 

専門家執

務室 

有  

p-3 07 年 1

月 

デジタル

カメラ 

DSC-W50 SONY 777,000 都市農業ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 

専門家執

務室 

有  

p-4 07 年 1

月 

デジタル

カメラ 

DSC-W50 SONY 777,000 都市農業ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 

専門家執

務室 

有  

p-5 07 年 1

月 

デジタル

カメラ 

DSC-W50 SONY 777,000 都市農業ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 

専門家執

務室 

有  

p-6 07 年 1

月 

デジタル

カメラ 

DSC-W50 SONY 777,000 都市農業ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 

専門家執

務室 

有  

 

（４）現地で開催したセミナーの実績 
年度 

 
コース名 

（研修内容） 
開催日 期間 参加

人数

対象者 
 

備考等 
 

2006 都市農業活動に関わる複数の

アクターを巻き込んだ政策・施

策の計画と実践 

11/27-
12/4 

 36 植物園・ロサリオ大学の都市

農業関係者。ボサ区の住民 
IPES 1 、ボゴタ市植物

園、ロサリオ大学との

共同ワークショップ 
2007 地域社会開発に基づくサン・ク

リストバル地区都市農業活動

計画研修 

5/29- 
6/1 

 43 大統領府アクションソシア

ル、サン･クリストバル区役

所。ロサリオ大学等の都市農

業関係者、及び植物園のサ

ン･クリストバル普及担当者 

グ ァ テ マ ラ

PROETTAPA プロジェ

クト関係者 (専門家 1
名、C/P４名)参加 

2007 普及員及びソーシャルワーカ

ーを対象とした研修 
6/4, 
6/25, 
7/9, 
7/30, 
9/10. 

2007 年 
6 月 
～12 月 

49
～

35

植物園都市農業プロジェク

ト関係者 
 

2007 SC 区都市農業円卓会議強化ワ

ークショップ 
9/6, 
10/4, 
11/1, 
12/6 
2/7 
3/6 

2007 年 
9 月 
～2008 年

12 月 

42
～

25

都市農業円卓会議出席者（都

市農民、区役所等） 
 

2007 社会分析に関わる研修 10/9- 
10 

 19 IPES2の都市農業関係者及び

植物園のSC区普及関係者 
近隣国における研修の

一環としてペルー国リ

マ市において実施 

 

 

                                         
1 Promocion del Desarrollo Sostenible,Peru ラ米全体に都市農業を普及しているペルーの NGO。 
2 同上 
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（プロジェクトとして実施したわけではないものの、プロジェクト専門家及びプロジェクト C/P が企画

運営に参加し、プロジェクト C/P が参加した研修） 

 
2007 集団研修「参加型地域社会

開発の理論と実践」及び「参

加型地域社会開発のプロジ

ェクト計画管理」のフォロ

ーアップ 

1/21- 
23 

  ラ米全体の該当研修の元研

修員、コロンビアからの参加

予定者、及びプロジェクト

C/P 

 

 

（５）日本国側ローカルコスト負担実績：様式自由 
年度 項 目 金額 備 考 
2006 在外事業強化費 $67,761,110  
2006 供与機材 $104,598,710  
2007 在外事業強化費 $63,278,190  
2007 供与機材 $177,137,733 研修センター建築経費 

 

＜コ国側投入実績＞ 
年 項 目 金額 備 考 

2006 人件費 $87,450,000  
2006 資材費 $42,802,127  
2006 材料費 84,939,834  
2006 その他 34,197,435  
2007 人件費 $118,851,000  
2007 資材意 $173,349,000  
2007 その他 $29,220,000  

 

（２）カウンターパート（C/P）配置実績一覧 

  （氏名、協力期間中の役職、専門分野、研修期間、技術移転を行った専門家名等） 
C/P の氏名 
及び役職 

C/P の 
専門分野 

研修（配置）

期間 
技術移転を行っ

た専門家氏名

実施機関での 
勤務期間 

備考等 

Rolando Higuita 生化学 06 年 6 月～

06 年 11 月 
間瀬 朝夫 05 年１月～

08 年 2 月 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始時技術活動

部長。06 年 12 月より園長

Claudia Marcela 
Sanchez 

プロジェクトリー

ダ(海洋生物) 
06 年 6 月～

現在 
間瀬 朝夫 05 年 8 月～

現在 
08 年 1 月に一旦退職。4
月より復職予定 

Antonio Jose Velez 
Garcia 

普及係長（農学） 06 年 6 月～

06 年 12 月 
間瀬 朝夫 04 年 8 月～

06 年 12 月 
現在村落開発 NGO に勤務

Luis Bernaldo Cañon 地区アドミニスト

レータ（農学） 
06 年 6 月～

現在 
間瀬 朝夫 03 年 1 月～

現在 
 

Paula Martínez 社会教育係長（人

類学） 
06 年 6 月～

07 年 3 月 
間瀬 朝夫 05 年 1 月～

07 年 3 月 
08 年 3 月より園長アドバ

イザとして復職 
Angélica Peñuera クリーンテクノロ

ジー係長（生物学） 
06 年 6 月～

現在 
間瀬 朝夫 06 年 3 月～

07 年 11 月 
2007 年 9 月より国家環境

局と兼任 
Claudia Gonzarez 
Rojas 

試験研究係長 06 年 6 月～

現在 
間瀬 朝夫 01 年 10 月～

現在 
 

Gloria Bustamante 教育専門職（コミ

ュニティー開発／

心理学） 

06 年 6 月～

現在 
間瀬 朝夫 04 年 10 月～

現在 
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Karen Benitez 普及員（農学） 06 年 6 月～

現在 
間瀬 朝夫 05 年 5 月～

現在 
 

Lara Jazmin Yarai 普及員（農学） 07 年 3 月～

現在 
間瀬 朝夫 05 年 4 月～

現在 
 

Augusto Méndez 普及員（農学） 06 年 6 月～

08 年 12 月 
間瀬 朝夫 06 年 1 月～

08 年 12 月 
 

Alejandro Ardila ソーシャルワー 
カー 

07 年 6 月～

現在 
間瀬 朝夫 07 年 5 月～

現在 
 

Oriana Sepulveda ソーシャルワー 
カー 

07 年 6 月～

現在 
間瀬 朝夫 07 年 5 月～

現在 
 

Patricia Torres 教育専門職（文学） 06 年 6 月～

現在 
間瀬 朝夫 06 年 9 月～

現在 
 

 

以上 
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コロンビア国　国内避難民等社会的弱者に対する栄養改善計画　活動実績・進捗一覧表

成果１．ボゴタ市植物園の都市農業に関わる能力が強化される

活動計画
達成目標 進捗状況と実績

達成度
4段階

活動遅延理由 今後の計画

1.1. 都市農業に関わる植物園の人材育
成

90人の職員が社会開発及び
農学上の知識及びツールを
習得する

3 対象者数を下方修正する
（2008年に雇用される契
約職員数にあわせる）

1.1.
1.

栽培技術に関わる能力強化 ボゴタ市の環境に合致した
都市農業栽培マニュアル1
種

3 技術開発、人材の能力強
化、及びマニュアル作成
の三つの視点で活動を整
理しなおす。

研修センター建築 2007年3月までに研修セン
ター１棟を建設する

2007年10月より建築開

始。2008年3月中に竣工予
定

3 公共施設内にお
ける建築許可取
得に手間取った

適正技術開発 試験研究結果の現場への適
応例最低1例

技術開発に関しては、植
物園が独自に実施してい
る。

3 今後も技術改善への支援
を行う。具体的テーマは
以下の2点。

実績：実験圃場整備に関
わる、資機材の購入。

・栽培容器及び培地に関
する栽培技術改良への支
援

堆肥場の整備。堆肥成分
分析実施。

・クリーンテクノロジー
改善に対する支援

ラ米各国における研修実
施

3年間に研修3回実施 2006年アルゼンチン、

2007年ペルーにおいて研
修を実施した。

3 2008年の研修実施地を検
討中。

国内研修（国内及び国外
からの講師による）

3年間に3回実施 実施実績なし。但し実施
テーマを決定した。

2 農学技術及び下
のコミュニ
ティー・ワーク
（1.1.2.）とあわ

せて6テーマの
研修が計画され
ている所、テー
マの数が実際の
ニーズと比較し
て過剰である。

2008年に実施すべく調整
中

栽培マニュアル草稿作成 栽培マニュアル一種の草稿 完成 4

栽培マニュアルの現場で
の検証

１種
栽培マニュアル一種 3 2008年初頭に上のマニュ

アル草稿を普及員に配布
し、現場で実証作業を行
う。この結果を受けて、
2008年後半に改訂作業を
行う。

栽培マニュアルの発行 栽培マニュアル一種 3 2009年発行予定。

1.1.
2.

コミュニティーワークに関わ
る能力強化

普及に関わるマニュアル1
種

3

本邦研修 2007年に2名、及び2008年
に２名

2007年に２名派遣した。 3 2008年の研修派遣に向け
て人選中。

コミュニティーワークに
関わるテキスト作成

コミュニティーワークに関
わるマニュアル一種

草稿完成 4

国内研修（国内及び国外
からの講師による）

3年間で研修3件実施 2007年に参加型地域社会

開発研修1件実施

3 2008年に実施すべく調整
中。

国内研修（上の国内研修
の内容を植物園内に普及
するための研修）

サン･クリストバルにおけ
るマルチアクター研修1回
実施

成果3の活動と重複する。

この活動は成果3の一部と
して実施した。

4

コミュニティーワークに
関わるテキストの現場で
の検証

コミュニティーワークに関
わるマニュアル一種

3 2008年初頭にマニュアル
草稿を普及員に配布し、
現場で実証作業を行う。
この結果を受けて、2008
年後半に改訂作業を行
う。

マニュアルの発行 コミュニティーワークに関
わるマニュアル一種

3 2009年発行予定。
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活動計画 達成目標 進捗状況と実績 達成度 活動遅延理由 今後の計画

1.1.
3.

区の都市農業開発に関わる提
案書作成

植物園が独自実施 1 植物園独自の活動と重複
するため、プロジェクト
としては実施しない。

調査内容の準備 調査報告一種 1
調査報告の作成と提案書
の作成

調査報告一種 1

1.2. 都市農業普及のための戦略と教材
作成

ビデオ２種、ラジオ広告1
種、ワークショップのテー
マに対応した冊子、及び普
及戦略提案

3 都市農業に関わる広報及
び普及戦略の策定と実施
を計画中

1.2.
1.

マスコミ用資料の作成 ポスター3種、カレンダー

1種、成果に関わるパンフ

レット19種、都市農業の
案内に関わるリーフレッ
ト１種を作成した

3 マスコミ用資料の作成に
関しては、植物園の専門
部署が独自に実施してい
るため、プロジェクトと
しての活動を再検討中。

ビデオ 2007年中葉に中間報告ビデ

オ1種を作成開始、2008年
初頭に完成。2008年中葉に
最終的なビデオ作成開始、
2009年初頭に完成。

ビデオに関しては、植物
園の専門部署が独自に実
施している。

1 植物園独自の活動と重複
するため、プロジェクト
としては実施しない。

ラジオ ローカル局（区の住民を対
象とした）における月1回
の割合のラジオ放送

住民が自主的に実施して
いる。

1 住民が自主的に実施して
いるため、プロジェクト
としては実施しない。

印刷物 2007年5月から開始。3ヶ月
ごとに発行。

3 印刷物の内容に関して再
検討中。広報資料4種の
作成を計画中。

1.2.
2.

コミュニティー向け普及教材
の作成

教育係によって提案される
ワークショップのテーマご
との小冊子と普及提案

3 普及教材4種の作成を計
画中。

1.2.
3.

ホームページ作成 ホームページ1種の植物園
のホームページへの掲示

ホームページ作成に関し
ては植物園が独自に実施
している。

1 植物園が独自に実施して
おり、プロジェクトとし
ての関わり方を検討中。

作成

メインテナンスと改善
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成果２．住民及び住民組織の都市農業に関わる能力が強化される

2.1. 都市農業の普及と住民の能力強化 対象ＵＰＺ内の3000人の能
力が強化される。

3 受益者数がプロ
ジェクトの能力
から見て過剰で
ある。対象ＵＰ
Ｚ選択の根拠不
明である。

目標及び対象UPZを再検
討中。

2.1.
1.

栄養状況のベースライン調査 2007年7月までにベースラ
インを確定する

調整中 3 プロジェクト実
施機関内に栄養
及びベースライ
ン調査に関わる
専門家が居な
い。協力機関と
の調整に手間
取った。

2008年4月に実施。

2.1.
2.

都市農業普及活動の実施 受益者の栽培面積がプロ
ジェクト終了までに15％上
昇する。

植物園及び区役所が独自
に実施しており、プロ
ジェクトとしての関わり
方を検討中。

都市農業状況調査 調査報告1種 調査実施中 3 2008年3月までに取りま
とめ

都市農業実施可能地に関
わる調査

調査報告1種 調査実施中 3 2008年3月でに取りまと
め

都市農業開発 200ヶ所で栽培が実施され
る

植物園が独自に実施 3 植物園が独自に実施して
おり、プロジェクトとし
ての関わり方を検討中。

2.1.
3.

食品の調理・加工技術、およ
び栄養知識の普及

国家保健機関（ＩＮＳ）
及びFAOの助言を受けて
活動内容を検討中

3 2008年実施に向けて準備
中。

最低栄養素消費普及のた
めのツールのデザインと
運用

レシピ40種が作成される 国家保健機関（ＩＮＳ）
及びFAOの助言を受けて
活動内容を検討中

3 2008年実施に向けて準備
中。

生産及び消費状況のモニ
タリングによる食生活改
善状況の分析

参加型ツールの利用（例：
24時間回想法）

国家保健機関（ＩＮＳ）
の助言を受けて活動内容
を検討中

3 2008年末実施予定

活動計画 達成目標 進捗状況と実績 達成度 活動遅延理由 今後の計画
2.2. 住民組織強化 成果2の目標に関しては、

2007年1月から3月の本邦研
修終了を待って詳細を検討
/決定する

PDMV-1では個々の住民
組織の強化と、組織間連
携に関わる活動が混在し
ている、内容の重複が見
られる。植物園が独自に
実施可能な活動内容が混
在しているなどの問題が
あることが明らかになっ
たため、現在活動内容を
再検討中。住民の組織能
力強化を成果2にまとめ、

組織連携強化を成果3にま
とめることを検討中。

3 区との協定により植物園
が独自に住民組織強化を
実施しているため、JICA
プロジェクトとしてはこ
の活動を支援する。

2.2.
1.

住民独自の事業実施に向けた
事業形成及び資源運用能力強
化への支援

3 少なくとも5ｸﾞﾙｰﾌﾟが都
市農業に関わる事業に取
り組むことを目標に、事
業企画、資源獲得、住民
組織強化に関わる能力強
化を計画中

2.2.
2.

住民組織同士、及び外部組織
との組織交流の場の創出及び
交流の促進

都市農業円卓会議の強化
を通じてこの目標を達成
する事として活動実施
中。2007年～2009年に円
卓会議として実施する主
な行事を決定済み。

3 住民が主体となって活動
を計画・実施できるよう
サポートする。
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料理と食品加工の交流会
(Ferias).

交流会6回実施。 上の円卓会議の行事とし
て実施する事を決定し
た。

3 実施回数を減らして実施
（住民の自主性を尊重す
る）

都市農業に関わる住民の
取組（proyectos piloto
comunitarios）のネット
ワーキング

同上 3

事業立案及び資源運用に
関わる能力強化（リー
ダーズアイデンティフィ
ケーション及び能力強
化)

プロジェクト終了までに5
個の事業が形成される。

3 少なくとも5ｸﾞﾙｰﾌﾟが都
市農業に関わる事業に取
り組むことを目標に、事
業企画、資源獲得、住民
組織強化に関わる能力強
化を計画中

起業能力強化(事業立
案、評価に関わる講習
会)

3 同上

区内の組織の連携を可能
にする仕組の立上

3 都市農業円卓会議の強化
を通じてこの目標を達成
する。

行政組織との関係付 3 都市農業円卓会議の強化
を通じてこの目標を達成
する。

2.2.
3.

住民の事業に関わる情報の収
集、分析、関係機関および住
民との共有化

インフォメーション・バン
ク１件

植物園及び区役所が独自
に実施中

3

成果３．住民の栄養改善に関わる関係機関が共同して、都市農業普及事業を実施する ＰＤＭ－Ｖ１で
は、主に公的機
関の連帯をもっ
て都市農業活動
の持続性担保を
狙っていた所、
活動を実施して
いくうちにこれ
が難しい事が明
らかになってき
た。

区の都市農業円卓会議
（住民及び公的機関の会
合の場）の強化と、この
会議と公的機関の連携を
強化することをもって、
都市農業活動の持続性の
担保を目指す方向で活動
計画を見直し中。より具
体的には以下の活動を展
開する予定である。

活動計画 達成目標 進捗状況と実績 達成度 活動遅延理由 今後の計画
3.1. 栄養改善に関わる関係機関の共同

体制の確立
活動計画立案のための
ワークショップを実施
し、書類上は共同体性は
出来上がったものの、実
質上は機能していない。

区の都市農業活動の持続
性を確保するために、コ
ミュニティーにおける組
織枠組みが強化を図るよ
うに見直す予定。

3.1.
1.

関係機関による区都市農業開
発計画の共同作成

関係機関により活動計画が
作成される

活動計画立案のための
ワークショップを実施し
た。

区内及び区の領域を超え
た単位の組織の参加に基
づく、住民組織と行政組
織等が交流できる場の創
出と強化を行うように見
直す予定。

マルチアクターの参加を
促進する講習会の開催

同上 栄養改善活動を行ってい
る組織（国家家族福祉機
関、国家保健機関、市役
所保健局）によるアドバ
イザーチームの設立を図
るように見直す予定。

3.1.
2.

区都市農業開発計画の実施
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プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
名

: 
 

国
内

避
難

民
等

社
会

的
弱

者
に

対
す

る
栄

養
改

善
計

画
 

タ
ー

ゲ
ッ
ト

グ
ル

ー
プ

: 
サ

ン
・

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
の

国
内

避
難

民
を

含
む

社
会

的
弱

者
 

対
象

地
域

:ボ
ゴ

タ
市

サ
ン

・
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

 
協

力
期

間
: 2

00
6年

5月
31
日

よ
り

3年
間

 
PD

M
バ

ー
ジ
ョ

ン
: 2

（
Fi

na
l案

）
 

PD
M
作

成
日

: 2
00

8年
5月

13
日

 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
要

約
 

指
標

 
入

手
手
段

 
外

部
条
件

 
上

位
目
標

 
都

市
農

業
の

強
化

を
通

じ
て

、
ボ

ゴ
タ

市
の

国
内

避
難

民
を

含
む

社

会
的
弱
者
の
栄
養
摂
取
状
況
が
改
善
さ
れ
る
。

 

20
14
年
ま
で
に
、
ボ
ゴ
タ
市
の
貧
困
者
居
住
区
（

es
tra

to
 1

, 2
 及

び
3）

住
民
の
消
費
す
る
野
菜
の
量
が
３

%
増
加
す
る
。

 
市
立
病
院
の
統
計

 
・
植
物
園
都
市
農
業
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
及

び
実
施
に
関
わ
る
人
員
が
変
更
さ
れ
な

い
 

・
都
市
農
業
が
ボ
ゴ
タ
市
の
政
策
の
一
環
と

し
て
の
位
置
を
失
わ
な
い

 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
 

都
市
農
業
の
強
化
を
通
じ
て
、
サ
ン
･
ク
リ
ス
ト
バ
ル
区
の

国
内
避
難

民
を
含
む
社
会
的
弱
者
の
栄
養
摂
取
状
況
が
改
善
さ
れ
る
。

 

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
ま
で
に
、
受
益
者
の
消
費
す
る
野
菜
の
種
類
お

よ
び
量
が

10
%
増
加
す
る

 

 定
期
調
査
（
参
加
型

調
査
）

 

・
植
物
園
都
市
農
業
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
及

び
実
施
に
関
わ
る
人
員
が
変
更
さ
れ
な

い
 

・
都
市
農
業
が
ボ
ゴ
タ
市
の
政
策
の
一
環
と

し
て
の
位
置
を
失
わ
な
い

 
成

果
 

1.
 ボ

ゴ
タ
市
植
物
園
の
都
市
農
業
に
関
わ
る
能
力
が
強
化

さ
れ
る
。

2.
 対

象
住
民
の
都
市
農
業
に
関
わ
る
能
力
が
強
化
さ
れ
る

。
 

3.
 区

の
都
市
農
業
活
動
の
持
続
性
を
確
保
す
る
た
め
に
、

コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
に
お
け
る
組

織
枠
組
み
が
強
化
さ
れ
る
。

 

1.
 農

業
栽
培
マ
ニ
ュ
ア
ル
（

1種
）
及
び
社
会
学
的
手
法
マ
ニ
ュ
ア
ル
（

1
種
）
が
作
成
さ
れ
る
。

 
2.

 ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
調
査
に
よ
っ
て
特
定
さ
れ
る
対
象
住
民
の
栽

培
面
積

が
10

%
上
昇
す
る
。

 
3.

 サ
ン
・
ク
リ
ス
ト
バ
ル
区
に
て
開
催
さ
れ
る
円
卓
会
議
に

10
以
上
の

住
民
組
織
が
参
加
し
、
年
間

6回
以
上
開
催
さ
れ
る
。

 

1.
 プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

 
 2.

 定
期
調
査

 
 3.

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

 

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
及
び
実
施
に
関
わ
る

人
員
が
変
更
さ
れ
な
い

 
・
都
市
農
業
が

20
08
年
の
政
権
交
代
以
降
も

ボ
ゴ
タ
市
の
政
策
の
一
環
と
し
て
の
位

置
を
失
わ
な
い

 

活
動

 
1.

1.
 ボ

ゴ
タ

に
適

し
た
都

市
農
業

技
術
改

善
へ
の

支
援

 
1.

1.
1.

 適
正
技
術
開
発

 
1.

1.
2.

 都
市
農
業
に
関
わ
る
職
員
へ
の
研
修
実
施
（

国
内
・
海
外
）

 
1.

1.
3.

 都
市
農
業
開
発
に
関
わ
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
作
成

 
1.

2.
 コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ワ
ー

ク
に
関

わ
る
能

力
強
化

 
1.

2.
1.

 コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ワ
ー
ク
に
係
る
研
修
実
施
（

国
内
・
海
外
）

 
1.

2.
2.

 マ
ニ
ュ
ア
ル
、
テ
キ
ス
ト
作
成

 
1.

3.
 
都

市
農

業
に

関
わ
る

広
報
及

び
普
及

戦
略
の

策
定
と

実
施

 
 

 
 

1.
3.

1.
 都

市
農
業
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
っ
て
作
成
さ

れ
た
普
及
教
材
の
整
理
・
分
析

 
 

 
 

1.
3.

2.
 戦

略
プ
ラ
ン
の
作
成

 
 

 
 

1.
3.

3.
 広

報
用
資
材
及
び
普
及
教
材
強
化

 
 

 
 

1.
3.

4.
 都

市
農
業
に
関
わ
る
双
方
向
情
報
交
換
シ
ス

テ
ム
の
設
計
、
設
置
及
び
改
良

 
1.

4.
 ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
の
確

定
 

1.
4.

1.
 食

習
慣
に
関
わ
る
現
状
分
析

 
1.

4.
2.

 都
市
農
業
に
関
わ
る
現
状
分
析

 

投
入

 
 [バ

ー
ジ
ョ
ン

0か
ら
変
更
な
し

] 
 ボ

ゴ
タ
市
植
物
園

: 
• 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
配
置

 
• 
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
専
門
家
の
執
務
に
必
要
な
イ
ン
フ
ラ

 
• 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
運
営
費

 
• 
資
機
材

 
• 
秘
書
、
運
転
手

 
 JI

C
A

: 
 

• 
長
期
専
門
家
１
名

 
• 
短
期
専
門
家
複
数
名

 
• 
研
修
員
受
入

(第
三
国

) 

・
食
と
栄
養
の
安
全
保
障
委
員
会
（

C
om

ité
 d

e 
Se

gu
rid

ad
 a

lim
en

ta
ria

 y
 n

ut
ric

io
na

l）
が

制
度
上
の
地
位
を
確
立
す
る
（
特
に
成
果

3に
関
わ
る
外
部
条
件
）

 
・
市
の
土
地
利
用
計
画
（

Pl
an

 d
e 

or
de

na
m

ie
nt

o 
te

rr
ito

ria
l）

が
都
市
農
業

に
関
わ
る
土
地
利
用
の
障
害
と
な
ら
な

い
 

・
地
域
開
発
基
金
（

Fo
nd

o 
de

 d
ea

rr
ol

lo
 lo

ca
l）

が
都
市
農
業
を
活
動
の
重
点
課
題
と
す

る
 

  ＊
本

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
に
お

け
る
「

栄
養

改
善
」

の
定

義
；
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1.
5.

 モ
ニ

タ
リ
ン

グ
評
価

 
1.

5.
1.

 食
習
慣
に
関
わ
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

 
1.

5.
2.

 都
市
農
業
に
関
わ
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

 
2.

1.
 既

存
の

都
市

農
業
の

改
善

 
2.

2.
 料

理
、

食
品

加
工
及

び
栄
養

に
関
わ

る
能
力

強
化

 
2.

2.
1.

 食
品
の
調
理
・
加
工
技
術
、
お
よ
び
栄
養
知

識
の
普
及

 
3.

1.
 対

象
住

民
の

事
業
形

成
能
力

の
強
化

 
3.

1.
1.

 住
民
組
織
の
強
化

 
3.

1.
2.

 事
業
立
案
に
関
わ
る
能
力
強
化
（
研
修
と
実

地
指
導
）

 
3.

2.
 区

内
及

び
区

の
領
域

を
超
え

た
単
位

の
組
織

の
参
加

に
基
づ

く
、
住

民
組
織

と
行
政

組
織
等

が
交

流
で

き
る
場

の
振
興

と
強
化

。
 

3.
3.

 植
物

園
が
中

心
と
な

っ
て
食

生
活
に

関
わ
る

機
関
に

よ
っ
て

構
成
さ

れ
る
ア

ド
バ
イ

ス
チ
ー

ム
を

設
立

す
る
。

 

資
機
材
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
費

 
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
お

け
る

「
栄

養
改

善
」

は
都

市
農

業
に

よ
り

生
産

さ
れ

る
野

菜
の

種

類
及

び
生

産
量

の
増

加
を

持
っ

て
自

家
消

費

が
拡

大
し

、
栄

養
状

況
が

改
善

さ
せ

る
も

の

と
定
義
す
る
。
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1. 上
位

目
標 の

達
成

度

1.
1　

上
位

目
標

「
都

市
農

業
の

強
化

を
通

じ
て

、
ボ

ゴ
タ

市
の

国
内

避
難

民
を

含
む

社
会

的
弱

者
の

栄
養

摂
取

状
況

が
改

善
さ

れ
る

」

1.
1.

1
20

14
年

ま
で

に
、

ボ
ゴ

タ
市

の
貧

困
居

住
区

住
民

の
消

費
す

る
野

菜
の

量
が

3%
増

加
す

る
。

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
前

後
の

比
較

・
目

標
達

成
の

見
込

み

・
ボ

ゴ
タ

市
の

貧
困

居
住

区
住

民
の

消
費

す
る

野
菜

の
量

上
位

目
標

を
達

成
を

は
か

る
た

め
の

指
標

は
を

入
手

で
き

な
か

っ
た

。
ま

た
、

上
位

目
標

達
成

見
込

み
に

つ
い

て
も

、
数

値
目

標
を

達
成

で
き

る
か

は
判

断
で

き
な

か
っ

た
。

し
か

し
な

が
ら

、
以

下
の

理
由

に
よ

り
、

ボ
ゴ

タ
市

の
貧

困
居

住
区

住
民

の
消

費
す

る
野

菜
の

量
が

増
加

す
る

見
込

み
は

高
い

。
（

1）
以

前
実

施
さ

れ
た

二
調

査
（

植
物

園
と

ナ
シ

ョ
ナ

ル
大

学
に

よ
る

共
同

実
施

、
及

び
ロ

サ
リ

オ
大

学
に

よ
り

実
施

）
で

、
都

市
農

業
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
実

施
の

結
果

、
野

菜
の

消
費

量
が

増
加

し
た

こ
と

が
明

ら
か

と
な

っ
て

い
る

。
（

2）
C

/P
機

関
の

植
物

園
が

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
よ

り
、

技
術

的
に

強
化

さ
れ

た
こ

と
を

考
慮

す
る

と
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
期

間
中

に
サ

ン
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

で
達

成
さ

れ
る

見
込

み
で

あ
る

。
（

3）
植

物
園

が
中

心
と

な
り

、
ボ

ゴ
タ

首
都

区
の

市
街

地
で

都
市

農
業

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
市

民
と

共
に

実
施

中
で

あ
る

。
（

4）
都

市
農

業
が

、
こ

の
テ

ー
マ

に
関

連
す

る
そ

の
他

の
政

策
と

の
結

び
つ

き
の

も
と

、
首

都

区
の

政
策

と
し

て
実

施
さ

れ
る

予
定

で
あ

る
。

2.
1.

1
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｼ
ﾞ
ｪ
ｸ
ﾄ
終

了
時

ま
で

に
、

受
益

者
の

消
費

す
る

野
菜

の
種

類
お

よ
び

量
が

10
%
増

加
す

る

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
前

後
の

比
較

・
目

標
達

成
の

見
込

み

・
受

益
者

の
消

費
す

る
野

菜
の

種
類

・
受

益
者

の
消

費
す

る
野

菜
の

量

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

を
は

か
る

た
め

の
指

標
は

入
手

で
き

な
か

っ
た

が
、

そ
の

指
標

は
現

在
実

施
中

の
ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
調

査
お

よ
び

今
後

実
施

さ
れ

る
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

調
査

に
よ

っ
て

取
得

さ
れ

る
予

定
で

あ
る

（
両

調
査

の
内

容
は

別
途

詳
述

）
。

20
08

年
3月

に
実

施
し

た
調

査
で

は
、

都
市

農
業

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
参

加
し

た
住

民
と

、
都

市
農

業
を

行
っ

て
い

な
い

住
民

の
間

に
は

、
消

費
す

る
野

菜
の

種
数

で
10

％
の

差
が

あ
る

と
い

う
結

果
が

出
て

お
り

、
種

数
の

数
値

目
標

を
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
期

間
内

に
達

成
で

き
る

可
能

性
は

あ
る

。
ま

た
、

同
調

査
で

は
野

菜
の

消
費

量
の

差
に

つ
い

て
も

調
べ

ら
れ

て
い

る
が

、
両

者
の

間
に

有
意

な
差

は
み

ら
れ

な
か

っ
た

。
し

か
し

な
が

ら
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

は
教

育
が

今
ま

で
行

わ
れ

て
い

な
い

こ
と

を
考

慮
す

れ
ば

、
今

後
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

栄
養

改
善

教
育

が
強

化
さ

れ
る

こ
と

で
受

益
者

の
野

菜
の

消
費

量
に

つ
い

て
も

増
加

す
る

こ
と

が
見

込
ま

れ
る

。
し

か
し

、
現

時
点

に
お

い
て

野
菜

消
費

量
の

目
標

を
達

成
見

込
み

を
判

断
す

る
こ

と
は

で
き

な
い

。
し

か
し

、
サ

ン
・

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
で

は
活

動
が

強
化

さ
れ

て
き

て
い

る
こ

と
か

ら
、

今
後

栄
養

改
善

活
動

に
関

し
て

も
良

好
な

成
果

が
期

待
で

き
る

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

は
あ

る
か

。

栄
養

改
善

分
野

が
植

物
園

の
本

来
業

務
で

も
機

能
で

も
な

か
っ

た
た

め
に

、
栄

養
改

善
活

動
を

担
当

で
き

る
部

署
が

な
く

、
そ

の
結

果
当

該
分

野
で

の
C

/P
を

確
保

す
る

こ
と

が
で

き
な

か
っ

た
。

そ
の

結
果

、
20

08
年

に
入

る
ま

で
は

、
栄

養
改

善
活

動
は

ほ
と

ん
ど

進
め

る
こ

と
が

で
き

な
か

っ
た

。
し

か
し

な
が

ら
、

こ
の

問
題

に
対

す
る

解
決

策
と

し
て

、
20

08
年

5月
か

ら
8月

ま

で
植

物
園

が
栄

養
改

善
担

分
野

の
当

者
を

雇
用

し
、

ま
た

今
後

は
国

家
保

健
機

関
（

IN
S）

か
ら

継
続

的
な

技
術

支
援

（
指

導
・

助
言

、
調

査
な

ど
）

を
得

ら
れ

る
こ

と
に

な
っ

た
。

評
価

グ
リ

ッ
ド

(１
、

実
績

）

評
価

設
問

調
査

項
目

判
断

基
準

必
要

な
デ

ー
タ

・
情

報

調
査

結
果

(プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

よ
り

）

目
標

指
標

2. プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
度

実
績

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

名
：

コ
ロ

ン
ビ

ア
国

　
国

内
避

難
民

等
社

会
的

弱
者

に
対

す
る

栄
養

改
善

計
画

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
  

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

実
施

期
間

：
20

06
年

6月
～

20
09

年
5月

（
3年

間
）

2.
1プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
「

都
市

農
業

の
強

化
を

通
じ

て
、

サ
ン

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
の

国
内

避
難

民
を

含
む

社
会

的
弱

者
の

栄
養

摂
取

状
況

が
改

善
さ

れ
る

」
「

有
効

性
」

2.
2.

2.
参

照
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3.
1.

1
20

08
年

に
、

ボ
ゴ

タ
市

都
市

農
業

栽
培

マ
ニ

ュ
ア

ル
1種

お
よ

び
都

市
農

業
普

及
マ

ニ
ュ

ア
ル

1種
が

作
成

さ
れ

る
。

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
前

後
の

比
較

・
目

標
達

成
の

見
込

み

・
農

業
栽

培
マ

ニ
ュ

ア
ル

数
・

都
市

農
業

普
及

マ
ニ

ュ
ア

ル
数

成
果

1の
産

出
は

順
調

に
行

わ
れ

て
い

る
。

栽
培

マ
ニ

ュ
ア

ル
及

び
都

市
農

業
普

及
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
草

稿
が

完
成

し
た

。
今

後
、

草
稿

さ
れ

た
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
現

場
の

普
及

員
に

配
布

し
、

現
場

で
の

実
証

作
業

を
行

い
、

20
08

年
末

に
か

け
て

改
訂

作
業

を
行

う
。

な
お

、
成

果
1の

投
入

で
あ

る
研

修
セ

ン
タ

ー
は

既
に

完
成

し
た

が
、

そ
の

時
期

が
当

初
予

定
か

ら
遅

れ
20

08
年

3月
で

あ
っ

た
。

＜
そ

の
他

調
査

項
目

＞
指

標
に

は
現

れ
な

い
達

成
度

 
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
都

市
農

業
の

普
及

手
法

と
し

て
新

し
く

導
入

し
た

参
加

型
地

域
社

会
開

発
手

法
（

PL
SD

）
が

、
植

物
園

の
普

及
・

教
育

方
法

と
し

て
公

式
に

承
認

さ
れ

、
今

後
市

街
緑

化
な

ど
の

活
動

で
も

取
り

入
れ

ら
れ

る
見

込
み

で
あ

る
。

3.
2.

1
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｼ
ﾞ
ｪ
ｸ
ﾄ
終

了
ま

で
に

受
益

者
家

庭
の

栽
培

面
積

が
15

%
増

加
す

る
。

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
前

後
の

比
較

・
目

標
達

成
の

見
込

み

・
受

益
者

家
庭

の
栽

培
面

積
成

果
2の

達
成

度
を

は
か

る
た

め
の

指
標

の
入

手
が

で
き

な
か

っ
た

。
し

か
し

な
が

ら
、

都
市

農
業

技
術

の
普

及
が

行
わ

れ
成

果
を

挙
げ

つ
つ

あ
る

こ
と

が
現

地
調

査
で

確
認

さ
れ

た
。

同
成

果
の

指
標

は
、

現
在

実
施

中
の

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

調
査

お
よ

び
今

後
実

施
予

定
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
調

査
に

よ
っ

て
取

得
見

込
み

で
あ

る
。

な
お

、
上

述
の

20
08

年
3月

に
実

施
さ

れ
た

調
査

に
お

い
て

、
都

市
農

業
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

参
加

し
た

住
民

と
都

市
農

業
を

行
っ

て
い

な
い

住
民

と
で

は
、

そ
の

栽
培

面
積

に
7％

の
差

が
あ

る
と

い
う

結
果

が
出

て
い

る
。

そ
の

た
め

、
上

述
の

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

調
査

、
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

調
査

に
お

い
て

、
栽

培
面

積
の

増
加

が
確

認
さ

れ
る

見
込

み
は

高
い

が
、

数
値

目
標

を
達

成
す

る
に

は
今

後
さ

ら
に

栄
養

関
連

の
活

動
を

強
化

す
る

こ
と

が
必

要
と

な
る

。

＜
そ

の
他

調
査

項
目

＞
指

標
に

は
現

れ
な

い
達

成
度

 

3.
3

成
果

３
住

民
の

栄
養

改
善

に
関

わ
る

関
係

機
関

が
共

同
し

て
、

都
市

農
業

普
及

事
業

を
実

施
す

る
。

3.
3.

1
住

民
の

栄
養

改
善

に
関

わ
る

公
的

機
関

が
都

市
農

業
の

普
及

活
動

に
人

員
を

派
遣

す
る

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
前

後
の

比
較

・
目

標
達

成
の

見
込

み

・
栄

養
改

善
関

係
の

公
的

機
関

が
都

市
農

業
普

及
に

派
遣

す
る

人
材

の
有

無

当
初

、
貧

困
層

向
け

住
宅

金
庫

（
Ｃ

ａ
ｊ

ａ
　

ｄ
ｅ

　
Ｖ

ｉ
ｖ

ｉ
ｅ

ｎ
ｄ

ａ
　

Ｐ
ｏ

ｐ
ｕ

ｌ
ａ

ｒ
）

と
公

立
病

院
が

都
市

農
業

活
動

を
し

て
い

る
と

い
う

情
報

を
得

て
い

た
た

め
、

両
機

関
と

連
携

し
た

活
動

を
予

定
し

て
い

た
。

し
か

し
な

が
ら

、
そ

の
後

住
宅

局
は

そ
も

そ
も

都
市

農
業

活
動

を
行

っ
て

い
な

い
こ

と
が

確
認

さ
れ

、
ま

た
病

院
も

都
市

農
業

活
動

を
中

止
し

た
こ

と
か

ら
、

両
機

関
と

の
連

携
が

事
実

上
不

可
能

と
な

り
、

成
果

3の
内

容
を

変
更

せ
ざ

る
を

得
な

く

な
っ

た
。

成
果

3は
活

動
の

持
続

性
を

担
保

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

お
り

、
当

初
は

植
物

園
が

栄
養

改
善

活
動

を
実

施
で

き
な

く
な

っ
た

場
合

に
は

、
他

の
関

連
機

関
が

栄
養

改
善

活
動

を
フ

ォ
ロ

ー
で

き
る

仕
組

み
を

作
る

こ
と

を
予

定
し

て
い

た
。

上
述

の
事

態
を

受
け

、
当

初
計

画
の

代
替

と
し

て
、

円
卓

会
議

を
強

化
し

、
活

動
の

持
続

性
の

担
保

を
図

る
こ

と
を

成
果

3と
し

て
設

定
し

た
。

こ
れ

に
よ

り
、

住
民

と
行

政
機

関
の

関
係

が
強

化
さ

れ
、

住
民

に
必

要
な

支
援

が
行

政
か

ら
得

ら
れ

る
仕

組
み

が
構

築
さ

れ
る

こ
と

に
な

る
。

な
お

、
円

卓
会

議
は

既
に

毎
月

実
施

さ
れ

、
住

民
の

ニ
ー

ズ
が

行
政

に
届

け
ら

れ
る

ま
で

に
な

っ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
成

果
3は

ほ
ぼ

達
成

さ
れ

た
と

い
え

る
。

＜
そ

の
他

調
査

項
目

＞
指

標
に

は
現

れ
な

い
達

成
度

 

3.
各

成
果

の
達

成
度

3.
1

成
果

１
ボ

ゴ
タ

市
植

物
園

の
都

市
農

業
に

関
わ

る
能

力
が

強
化

さ
れ

る
。

3.
2

成
果

２
住

民
及

び
住

民
組

織
の

都
市

農
業

に
関

わ
る

能
力

が
強

化
さ

れ
る

。
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1.
1

活
動

の
実

施
1.

1.
1 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

活
動

は
、

詳

細
活

動
計

画
 (P

O
)の

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

ど
お

り
に

実
施

さ
れ

、
当

初
予

定
さ

れ
て

い
た

達
成

度
に

到
達

し
た

か

・
活

動
の

達
成

度
・

PO
と

実
際

の
活

動
の

時
期

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

活
動

は
、

栄
養

改
善

関
連

活
動

の
進

捗
が

20
08

年
に

入
る

ま
で

停
滞

し
、

研
修

セ
ン

タ
ー

完
成

が
20

08
年

3月
と

遅
れ

た
が

、
全

体
と

し
て

は
概

ね
計

画
通

り
に

活
動

が
進

め
ら

れ
て

い
る

。
な

お
、

現
時

点
に

お
い

て
は

、
栄

養
改

善
関

連
活

動
は

実
施

体
制

が
整

い
、

研
修

セ
ン

タ
ー

も
完

成
し

て
い

る
。

1.
2.

1
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

意
思

決
定

過
程

は
妥

当
だ

っ
た

か

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
定

例
会

議
等

の
議

題
・

頻
度

・
意

思
決

定
の

過
程

・
JC

C
開

催
頻

度

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

意
思

決
定

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

関
わ

る
会

議
は

次
の

5つ
で

あ
る

。
た

だ
し

（
2）

（
3）

は
20

07
年

11
月

以
降

開
催

さ
れ

て
い

な
い

。
（

1）
都

市
農

業
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
サ

ン
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

チ
ー

ム
定

例
会

（
毎

週
1回

、
参

加
者

：
社

会
開

発
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
、

サ
ン

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
チ

ー
ム

メ
ン

バ
ー

全
員

、
間

瀬
専

門
家

）
（

2）
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
リ

ー
ダ

ー
と

の
打

ち
合

わ
せ

（
毎

月
2回

、
参

加
者

：
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
リ

ー
ダ

ー
、

間
瀬

専
門

家
）

（
3）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

会
議

（
毎

月
1回

程
度

、
参

加
者

：
技

術
活

動
部

長
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

リ
ー

ダ
ー

、
普

及
係

長
、

社
会

教
育

係
長

、
試

験
研

究
係

長
、

ク
リ

ー
ン

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

係
長

、
間

瀬
専

門
家

）
（

4）
合

同
調

整
会

議
（

20
07

年
1月

、
参

加
者

：
別

添
）

（
5）

運
営

会
議

（
20

07
年

8月
、

参
加

者
：

植
物

園
長

、
技

術
活

動
部

長
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

リ
ー

ダ
ー

、
普

及
係

長
、

社
会

教
育

係
長

、
サ

ン
･
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

ア
ド

ミ
ニ

ス
ト

レ
ー

タ
、

JI
C

A
現

地
事

務
所

（
高

瀬
、

秋
山

、
山

田
、

O
sc

ar
 A

ng
el
）

、
間

瀬
専

門
家

、
サ

ン
･
ク

リ
ス

ト
バ

ル
病

院
、

A
cc

io
n 

So
ci

al
、

IN
S

20
07

年
12

月
、

参
加

者
：

植
物

園
長

、
技

術
活

動
部

長
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

リ
ー

ダ
ー

、
普

及
係

長
、

社
会

教
育

係
長

、
サ

ン
･
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

ア

ド
ミ

ニ
ス

ト
レ

ー
タ

、
JI

C
A
現

地
事

務
所

（
秋

山
、

山
田

、
O

sc
ar

 A
ng

el
）

、
間

瀬
専

門
家

会
議

の
種

類
、

頻
度

と
も

に
妥

当
と

思
わ

れ
る

。
一

方
、

20
07

年
11

月
以

降
開

催
さ

れ
て

い
な

い
会

議
（

(2
)と

(3
)）

に
つ

い
て

は
今

後
再

開
す

る
こ

と
が

望
ま

し
い

。
決

定
採

択
の

プ
ロ

セ
ス

が
確

率
さ

れ
て

い
な

か
っ

た
た

め
、

活
動

実
施

に
遅

滞
を

き
た

し
た

。
こ

の
影

響
と

し
て

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
が

遅
滞

す
る

、
C

/P
が

業
務

意
欲

を
な

く
す

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
か

ら
技

術
移

転
を

受
け

た
植

物
園

職
員

が
退

職
す

る
 、

等
の

マ
イ

ナ
ス

の
影

響
が

観
察

さ
れ

た
。

1.
2.

2
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
は

定
期

的
に

実
施

さ
れ

た
か

。
　

誰
が

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

作
業

を
担

当
し

て
い

る
か

。
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
シ

ス
テ

ム
は

機
能

し
て

い
る

か
。

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
実

施
状

況
、

方
法

、
頻

度
・

PD
M
、

PO
の

活
用

方
法 ・

計
画

、
活

動
へ

の
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

・
JI

C
A
専

門
家

が
月

例
報

告
書

を
作

成
し

、
コ

ロ
ン

ビ
ア

事
務

所
に

進
捗

報
告

を
行

っ
て

い
る

。
ま

た
、

報
告

結
果

は
公

電
で

農
村

開
発

部
に

共
有

さ
れ

て
い

る
。

・
専

門
家

と
C

/P
で

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
は

上
述

の
5種

の
会

議
の

ほ
か

、
半

年
ご

と
に

専
門

家
が

作
成

す
る

運
営

総
括

表
の

共
有

に
よ

っ
て

行
わ

れ
て

い
る

。

1.
2.

3
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

結
果

が
計

画
や

活
動

の
修

正
に

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
さ

れ
た

か

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
実

施
状

況
・

計
画

、
活

動
へ

の
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
及

び
C

/P
か

ら
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
報

告
を

も
と

に
、

適
正

に
活

動
の

見
直

し
、

PD
M
の

見
直

し
等

を
進

め
て

き
た

。

1.
2.

4
C

/P
と

専
門

家
は

共
に

活
動

を
行

っ
て

い
る

か

・
主

な
技

術
移

転
の

方
法

・
技

術
移

転
は

、
研

修
が

主
体

で
あ

る
。

研
修

で
は

、
ま

ず
座

学
で

課
題

が
与

え
ら

れ
、

そ
の

課
題

を
現

場
で

試
し

、
そ

の
結

果
を

反
省

会
で

検
証

す
る

と
い

う
一

連
の

プ
ロ

セ
ス

で
構

成
さ

れ
て

い
る

。

内
容

技
術

移
転

の
方

法

1.
実

施
プ

ロ
セ

ス
の

適
切

性

中
項

目

評
価

グ
リ

ッ
ド

（
２

、
実

施
プ

ロ
セ

ス
）

1.
2

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
体

制

評
価

設
問

必
要

な
デ

ー
タ

・
情

報
大

項
目

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

名
：

コ
ロ

ン
ビ

ア
国

　
国

内
避

難
民

等
社

会
的

弱
者

に
対

す
る

栄
養

改
善

計
画

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
  

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　

実
施

期
間

：
20

06
年

6月
～

20
09

年
5月

（
3年

間
）

タ
ー

ゲ
ッ

ト
･
グ

ル
ー

プ
：

国
内

避
難

民
を

含
む

社
会

的
弱

者

小
項

目

35



1.
2.

5
C

/P
と

専
門

家
の

間
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

状
況

は
ど

う
か

・
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
仕

組
み

・
状

況
・

専
門

家
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

C
/P
の

ス
ペ

イ
ン

語
に

よ
る

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

、
極

め
て

円
滑

に
行

わ
れ

て
い

る
。

・
日

常
の

連
絡

の
ほ

か
に

、
専

門
家

と
C

/P
の

情
報

共
有

は
上

述
の

5種
の

会
議

を
通

じ
て

定
期

的
に

行
わ

れ
て

き
た

。

1.
2.

6
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
・

専
門

家
・

マ
ネ

ー
ジ

ャ
ー

等
の

あ
い

だ
の

連
携

に
問

題
は

な
か

っ
た

か

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
内

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

・
全

体
会

議
の

出
席

者
・

活
動

の
主

な
実

施
者

・
植

物
園

内
で

指
導

陣
と

技
術

チ
ー

ム
の

間
に

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

問
題

が
あ

っ
た

。
・

技
術

チ
ー

ム
内

で
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

活
発

に
行

わ
れ

て
い

る
。

1.
3.

1
関

係
者

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

ス
キ

ー
ム

（
技

プ
ロ

）
お

よ
び

PD
M
の

理
解

度

・
実

施
者

（
C

/P
・

専
門

家
）

、
関

係
者

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
理

解
度

（
ス

キ
ー

ム
、

PD
M
等

）

・
C

/P
と

共
に

PD
M
の

見
直

し
に

取
り

組
ん

で
お

り
、

彼
ら

の
PD

M
に

対
す

る
理

解
は

高
い

レ
ベ

ル
に

あ
っ

た
が

、
そ

の
後

の
人

事
異

動
に

よ
り

、

現
在

PD
M
を

理
解

し
て

い
る

も
の

は
、

技
術

活
動

部
長

、
社

会
開

発
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
、

サ
ン

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
ア

ド
ミ

ニ
ス

ト
レ

ー
タ

ー
の

3名
で

あ
る

。
一

方
で

、
20

07
年

5月
の

時
点

で
は

、
対

象
区

及
び

住
民

に
JI

C
A
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
以

下
の

誤
解

が
あ

っ
た

こ
と

が
報

告
さ

れ
て

い
る

。

①
都

市
農

業
普

及
活

動
に

資
金

を
投

入
し

て
い

る
の

は
区

役
所

で
あ

る
に

も
か

か
わ

ら
ず

、
JI

C
A
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

資
金

投
入

を
行

っ
て

い
る

よ
う

な
印

象
を

住
民

に
与

え
て

い
る

。
②

 本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
フ

ァ
イ

ン
デ

ィ
ン

グ
の

過
程

で
、

住
民

を
直

接
援

助
す

る
た

め
の

資
源

投
入

を
大

量
に

行
う

事
が

計
画

さ
れ

て
い

る
と

い
う

誤
解

を
、

住
民

お
よ

び
一

部
の

政
治

リ
ー

ダ
ー

に
与

え
た

。
上

記
、

2点
に

つ
い

て
は

、
機

会
を

求
め

、
JI

C
A
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

実
施

メ
カ

ニ
ズ

ム
に

関
す

る
説

明
を

住
民

及
び

区
役

所
に

対
し

て
行

っ
た

た
め

、
現

在
で

は
こ

の
問

題
は

解
決

し
て

い
る

。

1.
3.

2
C

/P
機

関
か

ら
安

定
し

た
予

算
配

分
が

な
さ

れ
て

い
る

か

・
主

体
的

に
実

施
し

て
い

た
の

は
誰

か
・

Ｃ
／

Ｐ
給

料
、

事
務

所
光

熱
費

、
車

輌
を

含
む

資
機

材
の

維
持

管
理

経
費

に
つ

い
て

は
、

コ
側

負
担

で
事

業
が

実
施

さ
れ

て
い

る
。

・
サ

ン
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

で
の

事
業

経
費

は
、

C
/P
機

関
の

植
物

園
か

ら
10

％
、

サ
ン

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
か

ら
90

％
支

出
さ

れ
て

い
る

。
な

お
、

各
区

へ
の

都
市

農
業

普
及

チ
ー

ム
で

単
一

の
区

を
担

当
し

て
い

る
の

は
、

サ
ン

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
チ

ー
ム

の
み

で
あ

り
、

他
の

チ
ー

ム
は

複
数

の
区

を
担

当
し

て
い

る
。

こ
れ

は
サ

ン
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

が
単

一
の

区
で

チ
ー

ム
を

組
め

る
だ

け
の

十
分

な
予

算
を

配
分

し
て

い
る

こ
と

に
よ

る
。

1.
3.

3
C

/P
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

参
加

意
欲

・
C

/P
が

主
体

的
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
参

加
し

て
い

る
か

・
C

/P
の

関
わ

り
方

・
度

合
い

の
変

化
・

意
思

決
定

プ
ロ

セ
ス

に
お

け
る

C
/P
の

関
わ

り
方

・
度

合
い

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
C

/P
が

中
心

と
な

っ
て

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

実
施

し
て

い
る

。
被

援
助

国
側

が
中

心
に

な
っ

て
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
運

営
が

な
さ

れ
て

い
る

と
い

う
意

味
で

は
、

グ
ッ

ド
・

プ
ラ

ク
テ

ィ
ス

と
評

価
で

き
る

。
・

C
/P
か

ら
の

聞
き

取
り

、
現

地
調

査
に

て
、

彼
ら

の
熱

意
、

参
加

意
欲

、
主

体
性

が
高

い
こ

と
を

確
認

し
た

。

受
益

者
の

事
業

へ
の

関
わ

り
方

は
ど

う
だ

っ
た

か
？

ま
た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

認
識

は
高

か
っ

た
か

？

・
受

益
者

の
事

業
へ

の
関

わ
り

方
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
認

知
度

・
円

卓
会

議
は

行
政

主
導

で
は

な
く

、
住

民
の

自
主

的
な

参
加

に
よ

っ
て

行
わ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
受

益
者

の
主

体
性

が
高

ま
っ

て
い

る
と

言
え

る
。

・
JI

C
A
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

の
認

知
度

は
、

円
卓

会
議

へ
の

参
加

度
合

い
に

よ
る

。
そ

の
た

め
、

円
卓

会
議

へ
の

関
与

が
少

な
い

住
民

の
認

知
度

は
低

い
。

他
の

ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

の
事

業
へ

の
関

わ
り

方
は

ど
う

だ
っ

た
か

？
ま

た
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
認

識
は

高
か

っ
た

か
？

・
他

の
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
の

事
業

へ
の

関
わ

り
方

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

認
知

度

・
事

業
実

施
を

通
じ

た
関

係
性

の
強

い
サ

ン
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

役
所

お
よ

び
IN

Sの
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
認

知
度

は
高

い
。

ま
た

、
円

卓
会

議
に

出
席

す
る

機
関

の
認

知
度

も
高

い
。

2.
1

そ
の

他
、

実
施

過
程

で
生

じ
て

い
る

問
題

2.
1.

1
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
内

部
で

生
じ

て
い

る
問

題
等

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
に

影
響

を
及

ぼ
し

た
と

思
わ

れ
る

問
題

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

枠
組

み
の

中
で

本
邦

研
修

を
受

講
し

た
2名

の
職

員
は

、
情

報
の

普
及

や
経

験
の

文
書

化
を

行
っ

て
お

ら
ず

、
JI

C
A
専

門
家

が
そ

の
分

の
普

及
活

動
を

行
い

補
っ

て
き

た
。

1.
3

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

/実
施

機
関

の
主

体
性

（
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

）
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1.
1.

1
実

施
機

関
（

ボ
ゴ

タ
市

植
物

園
）

の
ニ

ー
ズ

と
の

整
合

性

・
実

施
機

関
の

ニ
ー

ズ
を

再
確

認
し

、
合

致
し

て
い

る
か

を
判

断
す

る

・
ボ

ゴ
タ

市
及

び
ボ

ゴ
タ

市
植

物
園

が
国

内
避

難
民

等
社

会
的

弱
者

向
け

に
実

施
し

て
い

る
技

術
協

力
の

現
状

と
技

術
的

ニ
ー

ズ
と

の
整

合
性

・
ボ

ゴ
タ

市
植

物
園

ス
タ

ッ
フ

の
ニ

ー
ズ

植
物

園
は

植
物

栽
培

技
術

を
保

有
し

て
い

た
も

の
の

、
以

下
の

2点
に

お
け

る
技

術
的

ニ
ー

ズ
が

高
か

っ
た

。

（
1）

都
市

農
業

栽
培

技
術

ボ
ゴ

タ
の

都
市

農
業

は
家

庭
菜

園
的

に
テ

ラ
ス

な
ど

を
利

用
し

て
実

施
す

る
「

土
地

の
な

い
と

こ
ろ

で
実

施
す

る
農

業
」

と
い

う
こ

れ
ま

で
に

な
い

形
態

で
あ

り
、

近
隣

諸
国

を
含

め
技

術
的

ノ
ウ

ハ
ウ

が
な

か
っ

た
。

そ
の

た
め

、
野

菜
栽

培
技

術
の

ニ
ー

ズ
は

高
か

っ
た

。
栽

培
分

野
の

技
術

開
発

に
つ

い
て

は
、

日
本

人
専

門
家

で
は

な
く

C
/P
機

関
で

あ
る

植
物

園
が

主
体

と
な

り
、

日
本

人
専

門
家

が
そ

の
活

動
を

補
足

的
に

サ
ポ

ー
ト

す
る

形
で

進
め

ら
れ

て
い

る
。

ま
だ

、
都

市
農

業
の

一
般

的
な

栽
培

技
術

を
開

発
し

た
と

こ
ろ

で
、

生
産

性
の

向
上

や
、

作
目

ご
と

の
技

術
開

発
は

こ
れ

か
ら

と
な

っ
て

い
る

。
（

2）
普

及
戦

略
植

物
園

が
都

市
農

業
を

一
般

市
民

を
対

象
に

普
及

す
る

た
め

の
参

加
型

の
普

及
は

ま
だ

十
分

に
開

発
さ

れ
て

お
ら

ず
、

技
術

的
ニ

ー
ズ

が
高

か
っ

た
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
は

参
加

型
地

域
社

会
開

発
の

理
論

と
方

法
論

を
取

り
入

れ
た

普
及

技
術

を
導

入
し

た
。

1.
1.

2 終
受

益
者

（
国

内
避

難
民

等
社

会
的

弱
者

）
の

ニ
ー

ズ
と

の
整

合
性

・
都

市
農

業
分

野
の

ニ
ー

ズ
を

再
確

認
し

、
合

致
し

て
い

る
か

を
判

断
す

る

・
対

象
地

域
に

お
け

る
国

内
避

難
民

及
び

社
会

的
弱

者
の

ニ
ー

ズ
と

栄
養

改
善

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
整

合
性

受
益

者
で

あ
る

「
国

内
避

難
民

等
を

含
む

社
会

的
弱

者
」

は
ビ

タ
ミ

ン
及

び
ミ

ネ
ラ

ル
不

足
に

よ
り

栄
養

状
態

が
悪

く
、

ま
た

こ
う

し
た

住
民

に
と

っ
て

野
菜

を
入

手
す

る
の

は
困

難
と

な
っ

て
い

る
。

そ
れ

ゆ
え

、
都

市
農

業
は

、
野

菜
を

入
手

で
き

る
よ

う
に

す
る

手
段

と
考

慮
さ

れ
、

こ
う

し
た

市
民

の
栄

養
状

態
の

改
善

に
貢

献
す

る
と

判
断

さ
れ

る
。

1.
1.

4 
コ

ロ
ン

ビ
ア

の
政

策
と

の
整

合
性

・
コ

国
側

国
内

避
難

民
支

援
政

策
と

の
整

合
性

・
そ

の
他

の
関

連
政

策
と

の
整

合
性

・
コ

ロ
ン

ビ
ア

の
政

策
に

お
け

る
国

内
避

難
民

支
援

政
策

の
位

置
づ

け
・

国
内

避
難

民
支

援
政

策
に

お
け

る
栄

養
改

善
の

位
置

づ
け ・

そ
の

他
の

関
連

政
策

・
コ

国
政

府
は

、
貧

窮
問

題
と

そ
こ

か
ら

派
生

す
る

問
題

の
解

決
、

及
び

国
内

避
難

民
に

対
す

る
支

援
を

重
要

課
題

と
し

て
お

り
、

19
97

年
法

（
法

律
第

38
7号

）
等

の
法

律
や

法
令

に
よ

り
、

こ
う

し
た

国
民

の
支

援
、

保
護

、
社

会
的

経
済

的
安

定
を

図
っ

て
い

る
。

こ
の

点
、

コ
国

政
府

の
政

策
上

は
、

国
内

避
難

民
等

社
会

的
弱

者
の

食
糧

安
全

に
資

す
る

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

妥
当

性
は

高
い

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
後

も
、

コ
国

政
府

の
貧

窮
問

題
解

決
と

国
内

避
難

民
支

援
を

目
指

す
政

策
は

変
わ

り
な

く
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
活

動
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

及
び

上
位

目
標

は
、

国
お

よ
び

首
都

区
の

食
糧

安
全

保
障

及
び

栄
養

に
関

す
る

政
策

と
の

整
合

性
を

保
っ

て
い

る
。

1.
1.

3
関

係
機

関
（

A
C

C
IO

N
SO

C
IA

L、
ボ

ゴ
タ

市
、

サ
ン

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
）

の
政

策
と

の
整

合
性

・
関

係
機

関
の

政
策

と
の

整
合

性
・

A
C

C
IO

N
 S

O
C

IA
Lの

政
策

・
ボ

ゴ
タ

市
の

政
策

・
サ

ン
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

の
政

策

・
A

C
C

IO
N

 S
O

C
IA

Lは
社

会
的

弱
者

を
対

象
と

し
て

26
の

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

実
施

し
て

お
り

、
Ｒ

Ｅ
Ｓ

Ａ
は

そ
の

う
ち

の
食

糧
安

全
保

障
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

推
進

し
て

い
る

。
そ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

ひ
と

つ
が

、
シ

ウ
ダ

ッ
ド

・
ボ

リ
バ

ル
に

お
け

る
食

糧
安

全
保

障
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

あ
る

。
・

ボ
ゴ

タ
市

で
は

、
都

市
農

業
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

、
前

政
権

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

"B
og

ot
a 

si
n 
ｈ

am
br

e"
、

現
政

権
プ

ロ
グ

ラ
ム

の

"B
og

ot
a 

si
n 
ｈ

am
br

e"
は

"B
og

ot
a ｂ

ie
n 

al
im

en
ta

da
"の

下
に

位
置

づ
け

ら
れ

る
。

・
サ

ン
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

で
は

、
エ

コ
ツ

ー
リ

ズ
ム

と
都

市
農

業
が

現
政

権
の

２
大

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
し

て
実

施
さ

れ
て

い
る

。

1.
1.

5
JI

C
A
の

国
別

事
業

実
施

計
画

と
の

整
合

性

・
援

助
方

針
に

変
化

は
な

か
っ

た
か

・
対

コ
ロ

ン
ビ

ア
援

助
方

針
に

お
け

る
国

内
避

難
民

支
援

の
位

置
づ

け
、

そ
の

中
で

の
栄

養
改

善
の

位
置

づ
け

・
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
、

コ
ロ

ン
ビ

ア
国

の
援

助
重

点
分

野
「

平
和

の
構

築
」

の
中

の
開

発
課

題
「

紛
争

の
結

果
生

じ
る

社
会

的
・

経
済

的
問

題
へ

の
対

応
」

へ
の

ア
プ

ロ
ー

チ
と

し
て

位
置

づ
け

ら
れ

る
。

ま
た

、
右

開
発

課
題

に
対

応
す

る
JI

C
A
プ

ロ
グ

ラ
ム

「
紛

争
の

被
害

者
・

共
生

和
解

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
」

を
構

成
す

る
案

件
と

し
て

位
置

づ
け

ら
れ

て
お

り
、

わ
が

国
の

援
助

方
針

及
び

JI
C

A
国

別
実

施
方

針
に

整
合

し
た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
し

て
実

施
さ

れ
て

い
る

。

1.
1.

6
日

本
の

技
術

の
比

較
優

位
性

･
他

国
、

他
援

助
機

関
と

の
比

較
・

C
/P
の

認
識

・
日

本
の

援
助

の
優

位
性

コ
ロ

ン
ビ

ア
に

お
け

る
栽

培
分

野
、

栄
養

改
善

分
野

に
お

け
る

技
術

、
知

識
の

レ
ベ

ル
は

高
い

が
、

一
方

、
普

及
の

た
め

の
戦

略
や

知
識

に
つ

い
て

ま
だ

十
分

に
開

発
さ

れ
て

い
な

い
。

今
回

普
及

戦
略

と
し

て
導

入
し

た
参

加
型

地
域

開
発

手
法

は
日

本
で

開
発

さ
れ

た
参

加
型

開
発

の
優

れ
た

手
法

で
あ

り
そ

の
比

較
優

位
性

は
高

く
、

コ
ロ

ン
ビ

ア
側

か
ら

も
高

く
評

価
さ

れ
て

い
る

。

1.
1.

7
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

妥
当

性

・
課

題
に

対
し

て
の

プ
ロ

目
を

実
施

す
る

根
拠

野
菜

を
入

手
す

る
こ

と
が

困
難

で
あ

り
栄

養
分

と
し

て
も

不
足

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
で

言
及

す
る

栄
養

改
善

は
、

野
菜

の
消

費
量

と
種

類
の

増
加

を
意

味
す

る
と

解
釈

で
き

る
。

評
価

グ
リ

ッ
ド

（
３

．
評

価
5項

目
）

評
価

設
問

判
断

基
準

必
要

な
デ

ー
タ

・
情

報

調
査

結
果

(プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

よ
り

）

大
項

目
中

項
目

小
項

目
内

容

1.
 妥

当
性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
実

施
す

る
必

要
性

優
先

度

1.
2

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
デ

ザ
イ

ン
の

妥
当

性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

名
：

コ
ロ

ン
ビ

ア
国

　
国

内
避

難
民

等
社

会
的

弱
者

に
対

す
る

栄
養

改
善

計
画

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
  

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　

実
施

期
間

：
20

06
年

6月
～

20
09

年
5月

（
3年

間
）
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1.
2.

1
協

力
計

画
の

策
定

お
よ

び
変

更
過

程
の

適
切

性

・
関

係
者

の
参

加
度

、
妥

当
性

・
当

初
計

画
策

定
時

の
プ

ロ
セ

ス
・

計
画

変
更

の
妥

当
性

・
計

画
策

定
各

過
程

の
検

証
・

妥
当

性
に

か
か

る
関

係
者

の
見

解

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

計
画

の
変

更
過

程
を

概
説

す
る

と
以

下
の

と
お

り
で

あ
る

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
計

画
当

初
（

Ｐ
Ｄ

Ｍ
０

）
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
成

果
を

簡
単

に
紹

介
す

る
と

以
下

の
3点

で
あ

っ
た

。
（

1）
植

物

園
の

能
力

強
化

（
2）

住
民

の
能

力
強

化
（

3）
栽

培
技

術
普

及
シ

ス
テ

ム
の

強
化

。
成

果
3当

初
は

活
動

の
持

続
性

を
担

保
す

る
と

い
う

位
置

づ
け

で
設

定
さ

れ
た

。
「

栽
培

技
術

普
及

シ
ス

テ
ム

の
強

化
」

に
つ

い
て

は
、

そ
も

そ
も

「
栽

培
技

術
普

及
シ

ス
テ

ム
」

が
何

を
意

味
す

る
の

か
不

明
で

あ
っ

た
上

、
こ

の
成

果
を

達
成

す
る

為
に

実
施

す
る

た
め

の
活

動
内

容
は

「
住

民
へ

の
普

及
ツ

ー
ル

開
発

」
の

み
と

な
っ

て
い

た
。

し
か

し
、

「
住

民
へ

の
普

及
ツ

ー
ル

開
発

」
だ

け
で

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
の

持
続

性
を

担
保

す
る

の
が

難
し

い
こ

と
、

ま
た

こ
の

教
材

開
発

は
植

物
園

の
能

力
開

発
の

一
貫

で
あ

る
と

理
解

さ
れ

る
こ

と
を

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
直

後
に

指
摘

さ
れ

た
こ

と
か

ら
、

成
果

3の
活

動
と

し
て

計
画

さ
れ

て
い

た
「

住
民

へ
の

普
及

ツ
ー

ル
の

開
発

」
を

成
果

1「
植

物
園

の
能

力
強

化
」

に
含

め
、

新
た

に
成

果
3を

設
定

す
る

こ
と

と
し

た
（

Ｐ
Ｄ

Ｍ
１

）
。

関
係

者
と

の
協

議
の

結
果

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
の

持
続

性
の

担
保

を
、

他
の

関
連

機
関

と
の

共
同

体
制

を
構

築
す

る
こ

と
で

図
る

こ
と

と
し

た
。

つ
ま

り
、

将
来

的
に

植
物

園
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

を
終

了
し

た
場

合
に

も
、

関
連

機
関

が
都

市
農

業
を

通
じ

た
栄

養
改

善
活

動
を

で
き

る
体

制
を

構
築

す
る

こ
と

と
し

た
。

当
時

都
市

農
業

活
動

を
実

施
し

て
い

た
機

関
が

、
住

宅
局

と
病

院
で

あ
っ

た
こ

と
か

ら
、

こ
れ

ら
の

機
関

と
連

携
す

る
こ

と
、

つ
ま

り
「

栄
養

改
善

関
連

機
関

と
の

連
携

強
化

」
を

新
た

な
成

果
3と

し
て

設
定

し
、

PD
M
の

改
訂

を
行

っ
た

。
し

か
し

な
が

ら
、

そ
の

後
事

実
確

認
を

行
っ

た
結

果
住

宅
局

は
そ

も
そ

も
都

市
農

業
活

動
を

行
っ

て
い

な
い

こ
と

が
確

認
さ

れ
、

ま
た

病
院

も
都

市
農

業
活

動
を

中
止

し
た

こ
と

か
ら

、
両

機
関

と
の

連
携

が
事

実
上

不
可

能
と

な
り

、
成

果
3の

内
容

を
改

め
て

変
更

せ
ざ

る
を

得
な

く
な

っ
た

。
上

述
の

事
態

を
受

け
、

「
栄

養
改

善
関

連
機

関
と

の
連

携
強

化
」

の
代

替
と

し
て

、
円

卓
会

議
を

強
化

し
、

活
動

の
持

続
性

の
担

保
を

図
る

こ
と

を
成

果
3と

し
て

設
定

し
直

し
た

。
こ

れ
に

よ
り

、
住

民
と

行
政

機
関

の
関

係
が

強
化

さ
れ

、
住

民
に

必
要

な
支

援
が

行
政

か
ら

得
ら

れ
る

仕
組

み
が

構
築

さ
れ

る
こ

と
に

な
る

。
こ

の
変

更
プ

ロ
セ

ス
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

（
Ｊ

Ｉ
Ｃ

Ａ
及

び
Ｃ

/Ｐ
）

間
で

行
わ

れ
た

も
の

で
、

適
切

で
あ

っ
た

と
判

断
さ

れ
る

（
Ｐ

Ｄ
Ｍ

２
）

。

1.
2.

2 終
受

益
者

で
あ

る
「

サ
ン

ク
リ

ス
ト

バ
ル

地
区

の
国

内
避

難
民

を
含

む
社

会
的

弱
者

」
は

、
終

受
益

者
と

し
て

妥
当

で
あ

る
か

・
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

の
選

定
根

拠
サ

ン
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

は
、

国
内

避
難

民
を

含
む

社
会

的
弱

者
の

割
合

が
高

い
区

で
あ

り
、

こ
う

し
た

市
民

が
農

村
出

身
者

で
あ

る
こ

と
か

ら
都

市
農

業
の

推
進

に
適

し
た

条
件

を
有

し
て

お
り

、
ま

た
サ

ン
・

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
役

所
の

支
援

も
あ

る
こ

と
か

ら
、

同
区

の
上

記
市

民
を

終
受

益
者

と
す

る
こ

と
は

妥
当

で
あ

る
。

1.
2.

3
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
と

上
位

目
標

の
整

合
性

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

達
成

は
、

上
位

目
標

の
達

成
に

直
接

的
に

働
く

か

・
プ

ロ
目

か
ら

上
位

目
標

へ
の

必
要

条
件

・
当

初
計

画
策

定
時

の
方

針

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
、

「
サ

ン
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

に
お

け
る

国
内

避
難

民
を

含
む

社
会

的
弱

者
の

栄
養

摂
取

状
況

が
改

善
さ

れ
る

」
で

あ
り

、
上

位
目

標
で

は
対

象
地

区
が

ボ
ゴ

タ
市

に
拡

大
さ

れ
て

目
標

が
設

定
さ

れ
て

い
る

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

技
術

移
転

を
は

か
っ

て
い

る
植

物
園

は
、

ボ
ゴ

タ
市

全
域

で
都

市
農

業
普

及
活

動
を

進
め

て
い

る
実

施
機

関
で

あ
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

達
成

及
び

成
果

の
波

及
効

果
を

促
進

す
る

事
は

、
上

位
目

標
の

達
成

に
直

接
的

に
働

く
見

込
み

で
あ

る
。

1.
2.

4
成

果
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
整

合
性

・
各

成
果

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
に

必
要

・
十

分
な

条
件

で
あ

る
か

・
成

果
か

ら
プ

ロ
目

へ
の

必
要

条
件

・
当

初
計

画
策

定
時

の
方

針

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

で
あ

る
栄

養
状

況
の

改
善

は
、

成
果

1「
植

物
園

の
能

力
強

化
」

お
よ

び
成

果
2「

住
民

の
能

力
強

化
」

が
な

け
れ

ば
達

成
で

き
な

い
。

成
果

3は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

の
み

な
ら

ず
、

事
業

や
成

果
の

持
続

性
を

担
保

す
る

た
め

に
必

要
な

成
果

で
あ

る
。

1.
2.

5
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
デ

ザ
イ

ン
全

般
に

係
る

妥
当

性

・
各

目
標

、
成

果
、

活
動

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

明
確

か
・

そ
の

他

・
そ

の
他

全
般

意
見

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
は

「
サ

ン
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

の
国

内
避

難
民

を
含

む
社

会
的

弱
者

」
で

あ
る

が
、

都
市

農
業

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
参

加
し

、
都

市
農

業
を

行
う

た
め

に
は

定
住

し
て

い
る

必
要

が
あ

る
。

避
難

生
活

を
始

め
た

ば
か

り
の

国
内

避
難

民
は

、
特

定
の

住
居

を
持

た
ず

転
々

と
し

た
生

活
を

送
る

特
徴

を
有

す
る

こ
と

か
ら

、
こ

の
避

難
民

グ
ル

ー
プ

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

ア
ク

セ
ス

す
る

こ
と

は
難

し
い

。
そ

の
た

め
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

対
象

と
な

る
国

内
避

難
民

は
、

転
々

と
し

た
生

活
を

脱
し

定
住

生
活

を
営

な
ん

で
い

る
グ

ル
ー

プ
と

す
る

。
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2.
1

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
予

測
「

都
市

農
業

の
強

化
を

通
じ

て
、

サ
ン

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
の

国
内

避
難

民
を

含
む

社
会

的
弱

者
の

栄
養

摂
取

状
況

が
改

善
さ

れ
る

」

＊
「

評
価

グ
リ

ッ
ド

（
1.
実

績
表

）
」

参
照

ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｼ
ﾞ
ｪ
ｸ
ﾄ
終

了
時

ま
で

に
、

受
益

者
の

消
費

す
る

野
菜

の
種

類
お

よ
び

量
が

10
%
増

加
す

る

・
計

画
と

実
績

と
の

比
較

・
受

益
者

の
消

費
す

る
野

菜
の

種
類

・
受

益
者

の
消

費
す

る
野

菜
の

量

＊
「

評
価

グ
リ

ッ
ド

（
1.
実

績
表

）
　

上
位

目
標

の
達

成
度

」
と

同
じ

。

2.
2.

1
（

成
果

１
）

ボ
ゴ

タ
市

植
物

園
の

都
市

農
業

に
関

わ
る

能
力

が
強

化
さ

れ
る

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

実
績

と
プ

ロ
目

達
成

へ
の

貢
献

度
20

08
年

に
、

ボ
ゴ

タ
市

都
市

農
業

栽
培

マ
ニ

ュ
ア

ル
1種

お
よ

び
都

市
農

業
普

及
マ

ニ
ュ

ア
ル

1種
が

作
成

さ
れ

る
。

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

実
績

と
プ

ロ
目

達
成

へ
の

貢
献

度
成

果
1の

産
出

は
栄

養
改

善
分

野
を

除
き

順
調

に
行

わ
れ

て
い

る
。

植
物

園
の

都
市

農
業

栽
培

技
術

お
よ

び
そ

の
普

及
技

術
は

向
上

し
て

お
り

、
そ

の
結

果
植

物
園

の
普

及
員

お
よ

び
ソ

ー
シ

ャ
ル

ワ
ー

カ
ー

に
よ

っ
て

住
民

向
け

都
市

農
業

研
修

や
そ

の
後

の
技

術
指

導
が

実
施

さ
れ

て
い

る
。

都
市

農
業

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
サ

ン
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

で
実

施
し

て
い

る
の

は
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

だ
け

で
あ

り
、

受
益

者
の

栄
養

状
況

の
改

善
（

消
費

す
る

野
菜

の
種

類
と

量
の

増
加

）
へ

の
成

果
1の

貢
献

度
は

高
い

と
考

え
ら

れ
る

。

＊
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

実
績

は
「

評
価

グ
リ

ッ
ド

（
1.
実

績
表

）
　

各
成

果
の

達
成

度
」

と
同

じ
。

2.
2.

2
（

成
果

２
）

住
民

及
び

住
民

組
織

の
都

市
農

業
に

関
わ

る
能

力
が

強
化

さ
れ

る

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

実
績

と
プ

ロ
目

達
成

へ
の

貢
献

度
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｼ
ﾞ
ｪ
ｸ
ﾄ
終

了
ま

で
に

受
益

者
家

庭
の

栽
培

面
積

が
15

%
増

加
す

る
。

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

実
績

と
プ

ロ
目

達
成

へ
の

貢
献

度
成

果
2の

産
出

を
現

時
点

で
数

値
と

し
て

測
定

す
る

こ
と

は
で

き
な

か
っ

た
が

、
現

地
調

査
に

て
住

民
が

都
市

農
業

を
実

践
し

、
成

果
が

あ
が

り
つ

つ
あ

る
こ

と
を

確
認

し
た

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
を

達
成

す
る

た
め

に
は

、
住

民
自

身
が

都
市

農
業

を
実

践
し

、
生

産
し

た
野

菜
を

摂
取

す
る

必
要

が
あ

る
。

そ
の

た
め

、
成

果
2の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

へ
の

貢
献

度
は

極
め

て
高

い
と

考
え

ら
れ

る
。

＊
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

実
績

は
「

評
価

グ
リ

ッ
ド

（
1.
実

績
表

）
　

各
成

果
の

達
成

度
」

と
同

じ
。

2.
2.

3
（

成
果

３
）

住
民

の
栄

養
改

善
に

関
わ

る
関

係
機

関
が

共
同

し
て

、
都

市
農

業
普

及
事

業
を

実
施

す
る

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

実
績

と
プ

ロ
目

達
成

へ
の

貢
献

度
住

民
の

栄
養

改
善

に
関

わ
る

公
的

機
関

が
都

市
農

業
の

普
及

活
動

に
人

員
を

派
遣

す
る

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

実
績

と
プ

ロ
目

達
成

へ
の

貢
献

度
成

果
3は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
に

不
可

欠
で

あ
る

の
み

な
ら

ず
、

事
業

や
成

果
の

持
続

性
を

担
保

す
る

た
め

に
必

要
な

成
果

で
あ

る
。

＊
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

実
績

は
「

評
価

グ
リ

ッ
ド

（
1.
実

績
表

）
　

各
成

果
の

達
成

度
」

と
同

じ
。

2.
3

目
標

達
成

に
貢

献
し

た
要

因

2.
3.

1
各

成
果

達
成

に
貢

献
し

た
要

因

・
貢

献
要

因
と

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
と

の
因

果
関

係
と

そ
の

影
響

・
貢

献
要

因
と

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
と

の
因

果
関

係
と

そ
の

影
響

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
に

貢
献

し
た

他
ド

ナ
ー

お
よ

び
政

府
に

よ
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
施

策
な

ど
の

有
無

と
そ

の
影

響

・
住

民
の

出
自

か
ら

都
市

農
業

を
受

け
入

れ
や

す
い

素
地

が
あ

っ
た

と
い

え
る

。
サ

ン
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

の
住

民
は

、
農

村
部

出
身

者
が

多
く

、
農

業
の

経
験

を
有

す
る

者
も

少
な

く
な

い
。

そ
の

た
め

、
農

業
を

す
る

こ
と

（
土

い
じ

り
）

へ
の

抵
抗

感
が

少
な

い
こ

と
は

勿
論

、
栽

培
技

術
へ

の
受

容
性

の
高

さ
や

、
野

菜
を

生
産

す
る

こ
と

に
喜

び
を

見
出

す
者

が
多

く
い

た
こ

と
が

指
摘

で
き

る
。

2.
4

目
標

達
成

を
阻

害
し

た
要

因

2.
4.

2
成

果
、

外
部

条
件

、
活

動
、

投
入

、
あ

る
い

は
前

提
条

件
が

阻
害

要
因

と
な

っ
て

い
る

か
。

ま
た

は
、

そ
れ

以
外

の
阻

害
要

因
が

あ
る

か
。

・
阻

害
要

因
と

の
因

果
関

係
・

成
果

か
ら

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

に
至

る
ま

で
の

阻
害

要
因

の
影

響

・
阻

害
要

因
と

の
因

果
関

係
・

成
果

か
ら

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

に
至

る
ま

で
の

阻
害

要
因

の
影

響

＊
目

標
達

成
を

阻
害

し
た

要
因

は
「

評
価

グ
リ

ッ
ド

（
1.
実

績
表

）
　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
度

　
（

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

は
あ

る
か

）
」

と
同

じ
。

内
容

評
価

設
問

2.
 有

効
性

2.
2

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

因
果

関
係

大
項

目
中

項
目

小
項

目
必

要
な

デ
ー

タ
・

情
報

調
査

結
果

(プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

よ
り

）

判
断

基
準
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ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
産

出
度

合
い

は
適

切
か

（
不

足
は

な
い

か
）

。

・
成

果
と

投
入

量
の

比
較

・
成

果
達

成
度

・
投

入
量

、
内

容
等

・
従

事
す

る
「

活
動

分
野

」
と

の
整

合
性

栄
養

改
善

分
野

の
成

果
を

除
く

な
ら

ば
、

成
果

1に
つ

い
て

は
成

果
が

順
調

に
産

出
さ

れ
て

お
り

、
ま

た
成

果
2に

つ
い

て
は

数
値

で
は

確
認

で
き

な
い

も
の

の
現

場
で

都
市

農
業

が
実

践
さ

れ
て

い
る

こ
と

が
確

認
で

き
た

こ
と

か
ら

概
ね

順
調

に
進

捗
し

て
い

る
こ

と
が

推
定

さ
れ

る
。

成
果

3に
つ

い
て

は
、

計
画

変
更

後
は

順
調

に
進

捗
し

て
お

り
、

特
段

の
問

題
は

見
受

け
ら

れ
な

い
。

以
上

の
よ

う
に

成
果

は
そ

れ
ぞ

れ
順

調
に

産
出

さ
れ

て
お

り
、

栄
養

改
善

分
野

を
除

け
ば

効
率

性
は

確
保

さ
れ

て
い

る
と

い
え

る
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
産

出
を

阻
害

し
た

要
因

は
あ

る
か

。
・

阻
害

要
因

と
対

処
方

法
＊

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

産
出

を
阻

害
し

た
要

因
は

「
評

価
グ

リ
ッ

ド
（

1.
実

績
表

）
　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
度

　
（

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

は
あ

る
か

）
」

と
同

じ
。

要
す

れ
ば

、
栄

養
改

善
分

野
の

人
的

投
入

を
確

保
で

き
な

か
っ

た
こ

と
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
産

出
す

る
た

め
に

十
分

な
活

動
で

あ
っ

た
か

。

・
活

動
実

績
と

成
果

実
績

上
述

の
と

お
り

、
栄

養
改

善
分

野
を

除
け

ば
成

果
は

産
出

さ
れ

て
お

り
、

活
動

は
成

果
の

産
出

に
十

分
で

あ
っ

た
と

い
え

る
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
産

出
す

る
た

め
に

十
分

な
投

入
で

あ
っ

た
か

。

・
投

入
実

績
と

成
果

実
績

上
述

の
と

お
り

、
栄

養
改

善
分

野
を

除
け

ば
成

果
は

産
出

さ
れ

て
お

り
、

投
入

は
成

果
の

産
出

に
十

分
で

あ
っ

た
と

い
え

る
。

活
動

か
ら

成
果

に
至

る
ま

で
に

外
部

要
因

の
影

響
は

あ
っ

た
か

。

特
に

な
し

タ
イ

ミ
ン

グ
・

質
・

量
活

動
を

実
施

す
る

た
め

に
過

不
足

な
い

質
・

量
の

投
入

が
タ

イ
ミ

ン
グ

よ
く

実
施

さ
れ

た
か

？

・
専

門
家

（
人

数
・

タ
イ

ミ
ン

グ
・

分
野

・
効

果
）

・
供

与
機

材
（

種
類

、
機

種
、

数
、

タ
イ

ミ
ン

グ
、

活
用

状
況

、
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
）

・
研

修
員

受
け

入
れ

（
タ

イ
ミ

ン
グ

、
数

、
研

修
内

容
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

効
果

）
・

現
地

セ
ミ

ナ
ー

（
タ

イ
ミ

ン
グ

、
数

、
研

修
内

容
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

効
果

）
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

運
営

費
（

量
、

タ
イ

ミ
ン

グ
）

・
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
の

配
置

（
人

数
、

タ
イ

ミ
ン

グ
、

分
野

）
・

提
供

さ
れ

た
機

材
・

施
設

（
規

模
、

タ
イ

ミ
ン

グ
、

質
）

栄
養

改
善

分
野

の
投

入
を

除
き

、
投

入
の

質
、

量
、

タ
イ

ミ
ン

グ
は

特
段

問
題

な
か

っ
た

。
た

だ
し

、
研

修
セ

ン
タ

ー
の

完
成

が
約

１
年

遅
れ

た
こ

と
か

ら
、

研
修

活
動

実
施

の
た

め
の

場
所

探
し

が
必

要
と

な
っ

た
。

残
り

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
期

間
に

お
い

て
、

講
義

施
設

兼
展

示
圃

場
と

し
て

貢
献

し
得

る
可

能
性

は
高

く
、

今
後

の
有

効
活

用
が

期
待

さ
れ

る
。

3.
2.

1
サ

ン
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

と
の

連
携

・
連

携
状

況
と

貢
献

度
・

連
携

し
た

活
動

内
容

・
区

と
住

民
が

中
心

と
な

り
実

施
し

て
い

る
都

市
農

業
円

卓
会

議
（

住
民

及
び

公
的

機
関

の
会

合
）

を
通

じ
た

他
の

機
関

と
の

連
携

強
化

を
目

的
に

サ
ン

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
と

連
携

し
て

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
を

展
開

し
て

い
る

。
こ

の
取

り
組

み
を

通
じ

て
、

都
市

農
業

活
動

の
持

続
性

を
担

保
す

る
予

定
で

あ
る

。
サ

ン
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

か
ら

は
、

都
市

農
業

活
動

予
算

（
全

体
予

算
の

90
％

）
、

円
卓

会
議

の
会

場
な

ど
の

提
供

を
受

け
て

い
る

。

3.
2.

2
ロ

サ
リ

オ
大

学
、

IP
ES

と
の

連
携

・
連

携
状

況
と

貢
献

度
・

連
携

し
た

活
動

内
容

都
市

農
業

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

メ
ン

バ
ー

が
、

ロ
サ

リ
オ

大
学

と
IP

ES
の

実
施

す
る

都
市

農
業

研
修

に
参

加
し

、
IP

ES
の

参
加

型
開

発
ツ

ー
ル

の
活

用
法

を
学

習
し

、
現

場
で

利
用

し
て

い
る

。
例

え
ば

、
参

加
型

開
発

ツ
ー

ル
は

円
卓

会
議

で
の

計
画

立
案

の
際

に
活

用
し

て
い

る
ほ

か
、

住
民

グ
ル

ー
プ

が
都

市
農

業
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
に

て
作

成
す

る
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
マ

ッ
プ

も
IP

ES
の

手
法

を
活

用
し

て
い

る
。

一
方

、
ロ

サ
リ

オ
大

学
の

ス
タ

ッ
フ

は
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
実

施
す

る
研

修
（

参
加

型
地

域
社

会
開

発
を

テ
ー

マ
と

し
た

も
の

を
含

む
）

に
参

加
し

て
い

る
。

エ
ン

ト
レ

ヌ
ー

ベ
公

園
（

サ
ン

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
内

）
サ

ン
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

で
都

市
農

業
を

実
施

す
る

に
あ

た
り

、
エ

ン
ト

レ
ヌ

ー
ベ

公
園

の
ス

タ
ッ

フ
に

は
住

民
組

織
の

調
整

役
と

し
て

活
動

を
支

援
し

て
も

ら
っ

て
い

る
。

ま
た

円
卓

会
議

に
も

毎
回

3名
の

ス
タ

ッ
フ

が
参

加
し

て
い

る
。

そ
の

他
、

公
園

か
ら

は
講

義
室

の
貸

与
と

い
っ

た
便

宜
を

無
償

で
受

け
て

い
る

。

国
家

保
健

機
関

（
IN

S）
と

の
連

携

国
家

保
健

機
関

か
ら

協
力

を
得

て
、

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

調
査

を
実

施
し

て
お

り
、

ま
た

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
調

査
に

つ
い

て
は

今
後

実
施

す
る

予
定

で
あ

る
。

ま
た

今
後

は
国

家
保

健
機

関
（

IN
S）

か
ら

継
続

的
な

技
術

支
援

（
指

導
・

助
言

、
調

査
な

ど
）

を
得

ら
れ

る
こ

と
に

な
る

予
定

。
例

え
ば

、
植

物
園

栄
養

担
当

ス
タ

ッ
フ

へ
の

指
導

・
助

言
、

栄
養

改
善

研
修

や
ツ

ー
ル

の
デ

ザ
イ

ン
、

普
及

員
へ

の
栄

養
教

育
方

法
の

指
導

、
栄

養
状

況
を

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

す
る

た
め

の
ツ

ー
ル

の
開

発
な

ど
。

3.
 効

率
性

3.
2

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
関

係
機

関
と

の
連

携
の

貢
献

度

調
査

結
果

(プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

よ
り

）

内
容

必
要

な
デ

ー
タ

・
情

報
小

項
目

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
産

出

因
果

関
係

評
価

設
問

判
断

基
準

大
項

目
中

項
目
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3.
2.

2
FA

O
と

の
連

携

・
連

携
状

況
と

貢
献

度
・

連
携

し
た

活
動

内
容

・
FA

O
が

20
07

年
に

都
市

農
業

と
リ

ン
ク

し
た

食
生

活
の

改
善

セ
ミ

ナ
ー

を
実

施
し

た
際

に
使

用
さ

れ
た

教
材

類
を

JI
C

A
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

素
材

と
し

て
利

用
で

き
る

事
と

な
っ

て
い

る
。

3.
3.

1
合

同
調

整
委

員
会

（
各

種
会

議
）

の
活

用

・
活

用
状

況
と

貢
献

度
・

委
員

会
開

催
頻

度
・

議
題

お
よ

び
検

討
事

項
第

一
回

目
の

合
同

調
整

委
員

会
を

20
07

年
1月

に
開

催
し

、
PD

M
０

か
ら

PD
M

1へ
の

改
定

お
よ

び
PO

の
改

訂
を

承
認

し
た

。

3.
3.

2
上

部
機

関
（

ボ
ゴ

タ
市

環
境

局
）

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
お

よ
び

サ
ポ

ー
ト

の
適

切
性

・
活

用
状

況
と

貢
献

度
・

各
提

言
の

活
用

状
況

(改
善

状
況

）
C

/P
機

関
で

あ
る

植
物

園
は

、
現

在
、

首
都

区
環

境
局

の
関

係
機

関
と

な
っ

て
い

る
。

そ
れ

ゆ
え

、
政

策
的

に
は

、
環

境
局

に
従

う
が

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

に
同

局
は

直
接

関
係

し
て

い
な

い
。

3.
3.

3
JI

C
A
コ

ロ
ン

ビ
ア

事
務

所
、

農
村

開
発

部
等

か
ら

の
提

言
の

活
用

・
妥

当
性

、
適

切
性

・
JI

C
A
事

務
所

・
JI

C
A
本

部
の

サ
ポ

ー
ト

状
況

JI
C

A
コ

ロ
ン

ビ
ア

事
務

所
と

は
日

常
的

に
連

絡
を

取
っ

て
い

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
調

達
す

る
高

額
な

機
材

は
JI

C
A
コ

ロ
ン

ビ
ア

事
務

所
の

支
援

を
受

け
て

調
達

を
行

っ
て

い
る

。

3.
3.

4
そ

の
他

の
支

援
体

制
の

活
用

・
活

用
状

況
と

貢
献

度
特

に
な

し

3.
4

効
率

性
を

阻
害

し
た

要
因

の
発

現

3.
4.

1
効

率
性

を
阻

害
し

た
と

思
わ

れ
る

要
因

・
阻

害
要

因
の

有
無

・
効

率
性

を
阻

害
し

た
要

因
初

年
度

に
機

材
供

与
の

投
入

が
集

中
し

、
こ

れ
に

関
わ

る
専

門
家

の
調

整
業

務
が

初
年

度
に

集
中

す
る

事
に

な
っ

た
。

3.
3

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
支

援
体

制
の

効
率

性
へ

の
貢

献
度
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プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
3～

5年
ま

で
に

上
位

目
標

の
達

成
は

見
込

め
る

か
？

4.
1.

1
20

14
年

ま
で

に
、

ボ
ゴ

タ
市

の
貧

困
居

住
区

住
民

の
消

費
す

る
野

菜
の

量
が

3%
増

加
す

る
。

･
指

標
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

前
後

の
比

較
・

実
績

表
＊

上
位

目
標

達
成

の
見

込
み

は
「

評
価

グ
リ

ッ
ド

（
1.
実

績
表

）
　

上
位

目
標

達
成

度
」

と
同

じ
。

4.
1.

2
上

位
目

標
達

成
の

た
め

に
そ

の
他

の
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
や

活
動

が
さ

ら
に

必
要

か

・
そ

の
他

必
要

な
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
等

の
有

無
・

国
家

プ
ロ

グ
ラ

ム
と

上
位

目
標

と
当

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
関

係

特
に

必
要

な
い

。

上
位

目
標

達
成

を
阻

害
す

る
要

因
は

あ
る

か
。

・
社

会
経

済
的

要
因

、
文

化
的

要
因

な
ど

・
現

時
点

で
想

定
さ

れ
る

阻
害

要
因

は
な

い
。

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

乖
離

し
て

い
な

い
か

。
両

者
に

乖
離

は
な

い
。

理
由

は
「

評
価

グ
リ

ッ
ド

（
3.
評

価
5項

目
）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

デ
ザ

イ
ン

の
妥

当
性

　
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
と

上
位

目
標

の
整

合
性

」
に

同
じ

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

か
ら

上
位

目
標

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

の
影

響
は

あ
っ

た
か

。

上
位

目
標

達
成

に
影

響
す

る
よ

う
な

外
部

条
件

は
な

か
っ

た
。

4.
2.

1
プ

ラ
ス

の
イ

ン
パ

ク
ト

（
政

策
的

、
組

織
的

、
技

術
的

、
環

境
的

、
社

会
・

経
済

的
）

･
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
前

後
の

比
較

・
発

現
し

て
い

る
(予

想
さ

れ
る

）
イ

ン
パ

ク
ト

本
評

価
の

イ
ン

パ
ク

ト
は

、
関

係
者

か
ら

得
ら

れ
た

情
報

に
基

づ
き

、
合

同
評

価
委

員
会

が
定

性
評

価
を

行
っ

た
も

の
で

あ
る

。

政
策

面
JI

C
A
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

、
サ

ン
・

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
で

直
接

実
施

さ
れ

て
い

る
た

め
、

そ
こ

に
は

直
接

の
プ

ラ
ス

の
イ

ン
パ

ク
ト

が
観

察
さ

れ
る

。
上

位
目

標
が

達
成

さ
れ

れ
ば

よ
り

大
き

な
イ

ン
パ

ク
ト

が
期

待
で

き
、

現
在

ま
で

に
都

市
農

業
を

政
策

と
し

て
策

定
し

よ
う

と
す

る
動

き
が

ボ
ゴ

タ
市

に
生

ま
れ

て
い

る
。

ま
た

、
ボ

ゴ
タ

市
全

体
の

都
市

農
業

が
順

調
な

進
捗

を
見

せ
一

定
の

評
価

を
受

け
た

こ
と

か
ら

、
20

08
年

発
足

の
ボ

ゴ
タ

市
新

政
権

は
開

発
計

画
の

中
に

都
市

農
業

を
組

み
込

ん
だ

。
そ

の
た

め
、

今
後

も
都

市
農

業
の

普
及

シ
ス

テ
ム

は
、

植
物

園
の

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ

ブ
で

住
民

へ
の

サ
ー

ビ
ス

の
一

環
と

し
て

継
続

さ
れ

る
こ

と
と

な
っ

た
。

ま
た

、
サ

ン
・

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
で

は
、

区
の

開
発

計
画

に
都

市
農

業
の

実
施

が
う

た
わ

れ
て

い
る

。

技
術

面
植

物
園

が
実

施
す

る
市

民
対

象
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
「

参
加

型
地

域
社

会
開

発
（

PL
SD

）
」

を
全

面
的

に
導

入
す

る
可

能
性

が
高

ま
っ

て
き

た
。

植
物

園
は

、
サ

ン
・

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
で

適
用

さ
れ

て
い

る
PL

SD
の

手
法

を
他

の
区

に
も

導
入

し
よ

う
と

し
て

い
る

。

社
会

面
　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
実

施
し

た
予

備
調

査
、

及
び

ナ
シ

ョ
ナ

ル
大

学
が

実
施

し
た

調
査

の
結

果
に

従
え

ば
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

イ
ン

パ
ク

ト
の

一
つ

は
、

家
族

内
及

び
住

民
同

士
の

関
係

付
け

の
強

化
、

「
良

き
市

民
」

と
し

て
の

行
動

規
範

の
習

得
な

ど
「

社
会

統
合

」
に

か
か

わ
る

も
の

で
あ

る
。

こ
の

社
会

面
で

の
イ

ン
パ

ク
ト

は
、

今
回

打
ち

合
わ

せ
を

行
っ

た
全

て
の

機
関

か
ら

確
認

す
る

こ
と

が
で

き
た

。
ま

た
、

サ
ン

・
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

で
は

、
住

民
の

組
織

化
に

よ
り

参
加

が
促

進
さ

れ
て

い
る

。

4.
2.

2
マ

イ
ナ

ス
の

イ
ン

パ
ク

ト
（

政
策

的
、

組
織

的
、

技
術

的
、

環
境

的
、

社
会

・
経

済
的

）

･
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
前

後
の

比
較

・
発

現
し

て
い

る
(予

想
さ

れ
る

）
イ

ン
パ

ク
ト

こ
れ

ま
で

の
と

こ
ろ

、
マ

イ
ナ

ス
の

イ
ン

パ
ク

ト
は

確
認

さ
れ

て
い

な
い

。

大
項

目

因
果

関
係

4.
 イ

ン
パ

ク
ト

4.
2 
そ

の
他

の
イ

ン
パ

ク
ト

（
波

及
効

果
）

4.
1上

位
目

標
達

成
の

見
込

み
「

都
市

農
業

の
強

化
を

通
じ

て
、

ボ
ゴ

タ
市

の
国

内
避

難
民

を
含

む
社

会
的

弱
者

の
栄

養
摂

取
状

況
が

改
善

さ
れ

る
」

中
項

目
必

要
な

デ
ー

タ
・

情
報

調
査

結
果

(プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

よ
り

）

内
容

判
断

基
準

評
価

設
問

小
項

目

42



5.
1.

1プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

運
営

に
か

か
る

ボ
ゴ

タ
市

植
物

園
の

組
織

的
自

立
発

展
性

・
実

績
と

期
待

値
・

ボ
ゴ

タ
市

植
物

園
の

運
営

管
理

能
力

・
人

的
資

源

組
織

制
度

・
体

制
：

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

（
普

及
員

、
ソ

ー
シ

ャ
ル

ワ
ー

カ
ー

）
が

全
員

有
期

契
約

ス
タ

ッ
フ

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

事
業

の
持

続
性

の
観

点
で

は
マ

イ
ナ

ス
要

因
で

あ
る

と
い

え
る

。
し

か
し

な
が

ら
、

都
市

農
業

が
ボ

ゴ
タ

市
新

政
権

の
政

策
と

し
て

継
続

さ
れ

る
見

込
み

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

現
時

点
に

お
い

て
は

こ
の

問
題

の
影

響
は

小
さ

い
と

い
え

る
。

運
営

・
管

理
能

力
：

植
物

園
の

事
業

運
営

管
理

能
力

に
問

題
は

な
い

。
ま

た
、

現
在

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

C
/P
が

主
体

的
に

活
動

を
進

め
て

お
り

、
政

策
的

な
支

援
が

あ
る

限
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

運
営

・
管

理
す

る
人

的
資

源
は

確
保

さ
れ

て
い

る
。

5.
1.

2　
サ

ン
ク

リ
ス

ト
バ

ル
地

区
住

民
の

組
織

的
自

立
発

展
性

・
実

績
と

期
待

値
・

ボ
ゴ

ダ
市

住
民

組
織

の
運

営
管

理
能

力
・

人
的

資
源

都
市

農
業

に
対

す
る

住
民

の
モ

チ
ベ

ー
シ

ョ
ン

は
高

く
、

住
民

レ
ベ

ル
で

の
都

市
農

業
の

自
立

発
展

性
は

高
い

。
今

後
、

余
剰

生
産

が
生

ま
れ

れ
ば

、
生

計
向

上
に

も
寄

与
し

得
る

。
ま

た
住

民
組

織
と

し
て

活
動

す
る

こ
と

で
、

円
卓

会
議

を
通

じ
た

行
政

サ
ー

ビ
ス

へ
の

ア
ク

セ
ス

や
、

家
族

内
及

び
住

民
同

士
の

関
係

付
け

の
強

化
と

い
っ

た
メ

リ
ッ

ト
を

享
受

で
き

る
こ

と
か

ら
、

組
織

の
自

立
発

展
性

も
高

い
と

い
え

る
。

5.
1.

3　
関

係
機

関
（

サ
ン

ク
リ

ス
ト

バ
ル

地
区

、
IN

S）
と

の
連

携

・
実

績
と

期
待

値
・

ボ
ゴ

タ
市

植
物

園
の

運
営

管
理

能
力

・
人

的
資

源

・
栄

養
改

善
関

連
の

活
動

（
ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
調

査
等

）
に

つ
い

て
、

国
家

保
健

機
関

（
IN

S）
か

ら
の

継
続

的
な

協
力

が
望

め
る

体
制

が
構

築
さ

れ
て

い
る

。
・

サ
ン

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
で

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

JI
C

A
の

評
価

は
高

く
、

ま
た

区
の

政
策

の
柱

と
し

て
都

市
農

業
を

取
り

入
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

今
後

も
同

区
か

ら
の

支
援

を
継

続
的

に
受

け
ら

れ
る

見
込

み
は

高
い

。
ま

た
、

同
区

の
都

市
農

業
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
参

加
住

民
の

活
動

が
活

発
で

あ
る

こ
と

も
、

同
区

で
の

都
市

農
業

の
自

立
発

展
性

を
高

め
る

プ
ラ

ス
の

要
因

に
な

っ
て

い
る

。
ま

た
、

事
業

の
持

続
性

担
保

を
目

的
に

強
化

を
は

か
っ

て
い

る
都

市
農

業
円

卓
会

議
（

住
民

及
び

公
的

機
関

の
会

合
）

が
同

区
で

は
も

活
発

で
あ

る
。

5.
2政

策
面

政
策

的
支

援
は

協
力

終
了

後
も

継
続

す
る

か
。

関
連

規
制

、
法

制
度

は
整

備
さ

れ
て

い
る

か
、

ま
た

そ
の

予
定

か
。

・
ボ

ゴ
タ

市
、

サ
ン

・
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

・
コ

ロ
ン

ビ
ア

国
の

国
内

避
難

民
支

援
政

策
の

動
向

・
国

内
避

難
民

支
援

に
お

け
る

栄
養

改
善

事
業

の
位

置
づ

け

政
策

的
支

援
　

20
08

年
発

足
の

ボ
ゴ

タ
市

新
政

権
は

、
都

市
農

業
を

植
物

園
を

実
施

機
関

と
し

て
普

及
し

て
い

く
こ

と
を

開
発

計
画

の
中

で
施

政
方

針
と

し
て

打
ち

出
し

た
。

ま
た

、
サ

ン
･
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

に
お

い
て

も
政

策
の

柱
と

し
て

都
市

農
業

活
動

が
取

り
上

げ
ら

れ
る

見
込

み
で

あ
る

。

5.
2.

1 
コ

ロ
ン

ビ
ア

政
府

の
予

算
配

分
の

見
込

み

・
実

績
と

期
待

値
・

予
算

計
画

（
国

、
市

、
区

）
ボ

ゴ
タ

市
で

は
、

開
発

計
画

に
都

市
農

業
が

組
み

込
ま

れ
、

ま
た

サ
ン

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
で

も
現

政
権

の
施

策
と

し
て

都
市

農
業

を
実

施
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

今
後

継
続

的
に

予
算

が
確

保
で

き
る

可
能

性
は

高
い

。

予
算

確
保

の
た

め
の

対
策

は
十

分
か

・
予

算
確

保
の

仕
組

み
上

述
の

と
お

り
、

予
算

確
保

の
可

能
性

は
高

い
。

5.
3.

1
C

/P
の

技
術

・
能

力
の

定
着

度

C
/P
の

定
着

率
（

異
動

、
退

職
）

･
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
前

後
の

比
較

・
期

待
値

・
現

在
の

技
術

レ
ベ

ル
・

今
後

の
期

待
レ

ベ
ル

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
か

ら
C

/P
に

移
転

さ
れ

た
技

術
の

適
用

度

・
植

物
園

の
強

み
は

栽
培

技
術

で
あ

る
の

に
対

し
て

、
日

本
か

ら
移

転
さ

れ
て

い
る

の
は

地
域

社
会

開
発

の
ア

イ
デ

ア
で

あ
り

、
普

及
技

術
で

あ
る

。
こ

れ
ら

の
点

に
関

し
て

植
物

園
側

の
ニ

ー
ズ

は
高

く
、

こ
れ

に
対

応
し

て
定

着
度

も
高

い
。

・
日

本
人

専
門

家
に

よ
っ

て
対

象
者

別
の

研
修

 を
実

施
す

る
と

と
も

に
、

本
邦

集
団

研
修

「
参

加
型

地
域

社
会

開
発

の
理

論
と

実

践
」

及
び

「
参

加
型

地
域

社
会

開
発

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
計

画
管

理
」

に
C

/P
及

び
関

係
機

関
の

人
材

を
派

遣
し

た
。

ま
た

、
20

08
年

1月
に

は
該

当
本

邦
研

修
の

ラ
米

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
を

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

機
関

内
に

お
い

て
行

っ
た

。
こ

れ
に

よ
っ

て
本

邦
研

修

参
加

者
以

外
の

C
/P

 も
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

の
議

論
を

オ
ブ

ザ
ー

ブ
す

る
こ

と
が

可
能

と
な

っ
た

。
こ

の
結

果
、

植
物

園
が

実
施

す
る

市
民

対
象

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

「
参

加
型

地
域

社
会

開
発

（
PL

SD
）

」
を

全
面

的
に

導
入

す
る

可
能

性
が

高
ま

っ
て

き
た

。
ま

た
、

同
PL

SD
の

ア
イ

デ
ア

他
を

利
用

し
て

実
施

し
て

い
る

サ
ン

･
ク

リ
ス

ト
バ

ル
区

都
市

農
業

円
卓

会
議

の
技

法
を

、
他

の
区

で
も

利
用

し
よ

う
と

す
る

動
き

が
、

植
物

園
内

に
出

て
き

た
。

・
都

市
農

業
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

サ
ン

ク
リ

ス
ト

バ
ル

区
チ

ー
ム

の
ス

タ
ッ

フ
の

定
着

率
は

、
他

の
区

を
担

当
す

る
チ

ー
ム

に
比

べ
て

高
い

。

5.
3.

2
国

内
避

難
民

を
含

む
社

会
的

弱
者

へ
の

普
及

能
力

の
変

化

･
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
前

後
の

比
較

・
現

在
の

技
術

レ
ベ

ル
・

今
後

の
期

待
レ

ベ
ル

・
C

/P
か

ら
受

益
者

に
移

転
さ

れ
た

技
術

の
適

用
度

評
価

設
問

判
断

基
準

5.
 自

立
発

展
性

5.
1

組
織

面

5.
3 
技

術
面

（
移

転
し

た
技

術
の

定
着

と
維

持
の

仕
組

み
）

5.
2 
財

政
面

必
要

な
デ

ー
タ

・
情

報

調
査

結
果

(プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

よ
り

）

内
容

大
項

目
中

項
目

小
項

目
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